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新旧対照表 

 
 



様式【風】第１章第２節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２節 防災の基本理念及び施策の概要 

３ 県民は、「自らの命は自らが守る」との認識のもと、地域、職場、家庭等において互

いに協力しあい、災害時を念頭においた防災対策を平常時から講じるものとする。 

 

 

 

 

  第２節 防災の基本理念及び施策の概要 

３ 県民は、「自分の命は自分で守る」との認識のもと、地域、職場、家庭等において互

いに協力しあい、災害時を念頭においた防災対策を平常時から講じるものとする。 

 

 

 

 

  

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第１章第３節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３節 防災上重要な機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱 

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱 

  ６ 指定地方公共機関 

（12）（社福）長野県社

会福祉協議会 

 災害ボランティアに関すること。 

 災害派遣福祉チームに関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第３節 防災上重要な機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱 

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱 

  ６ 指定地方公共機関 

（12）（社福）長野県社

会福祉協議会 

 災害ボランティアに関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

平成 31 年 2 月に官民協

働によるネットワーク

を立ち上げ災害派遣福

祉チーム派遣に関する

協定を締結したため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第１節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１節 風水害に強い県づくり 

第１ 基本方針 

県及び市町村は、将来の気候変動の影響等外部環境の変化や、地域の特性に配慮しつつ、

風水害に強い県づくり、市町村づくりを行うものとする。 

 また、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクととるべき避難

行動等についての住民の理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界がある

ことを前提とし、住民主体の取組を支援・強化することにより、社会全体としての防災意

識の向上を図るものとする。 

 

第３ 計画の内容 

１ 風水害に強い県土づくり 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（全部局） 

(カ) 複合的な災害にも多層的に備え，社会全体で被害を防止・軽減させるための

ハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的として、国〔国

土交通大臣〕及び都道府県知事が組織する「大規模氾濫減災協議会」、「都道府

県大規模氾濫減災協議会」等を活用し、国、市町村、河川管理者、水防管理者

等の多様な関係者で、密接な連携体制を構築するものとする。 

 

２ 風水害に強いまちづくり 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】 

(ア) 風水害に強いまちの形成 

ｄ 以下の事項を重点として総合的な風水害対策を推進することにより、風水害

に強いまちを形成する。 

(j) 土石流危険渓流、地すべり危険箇所及び急傾斜地崩壊危険箇所等における

砂防設備、地すべり防止施設急傾斜地崩壊防止施設の整備等に加え、土砂災

害に対する警戒避難に必要な雨量計、ワイヤーセンサー等の設置及び流木・

風倒木流出防止対策を含め、総合的な土砂災害防止対策の推進 

特に土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川においては、土砂・流木

捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備を実施するとともに、土砂・洪水氾濫

による被害の危険性が高い河川において、砂防堰堤、遊砂地等の整備を実施 

 

(n) 山地災害危険地区、地すべり危険箇所等における山地治山、防災林造成、

地すべり防止施設の整備及び山地災害危険地区の周知等の総合的な山地災害

対策の推進 

  第１節 風水害に強い県づくり 

第１ 基本方針 

県及び市町村は、将来の気候変動の影響等外部環境の変化や、地域の特性に配慮しつつ、

風水害に強い県づくり、市町村づくりを行うものとする。 

 

 

 

 

 

第３ 計画の内容 

１ 風水害に強い県土づくり 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（全部局） 

(カ) 洪水氾濫による被害を軽減するためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体

的に推進することを目的とした「大規模氾濫減災協議会」、「都道府県大規模氾

濫減災協議会」等を活用し、国、市町村、河川管理者、水防管理者等の多様な

関係者で、密接な連携体制を構築するものとする。 

 

 

２ 風水害に強いまちづくり 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】 

(ア) 風水害に強いまちの形成 

ｄ 以下の事項を重点として総合的な風水害対策を推進することにより、風水害

に 強いまちを形成する。 

(j) 土石流危険渓流、地すべり危険箇所及び急傾斜地崩壊危険箇所等における

砂防設備、地すべり防止施設急傾斜地崩壊防止施設の整備等に加え、土砂災

害に対する警戒避難に必要な雨量計、ワイヤーセンサー等の設置及び流木・

風倒木流出防止対策を含め、総合的な土砂災害防止対策の推進 

特に土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川においては、土砂・流木

捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備を実施 

 

 

(n) 山地災害危険地区、地すべり危険箇所等における山地治山、防災林造成、

地すべり防止施設の整備及び山地災害危険地区の周知等の総合的な山地災害

対策の推進 

  

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第１節 

特に、流木災害が発生するおそれのある森林については、流木捕捉式治山ダ

ムの設置や間伐等の森林整備などの対策を推進 

また、脆弱な地質地帯における山腹崩壊等対策や巨石・流木対策などを複合

的に組み合わせた治山対策を推進するとともに、住民等と連携した山地災害危

険地区等の定期点検を実施 

 

(o) 農業用排水施設の整備、決壊した場合に影響が大きいため池における補強

対策や統廃合、低・湿地地域における排水対策等農地防災対策及び農地保全

対策の推進 

 

(ウ) ライフライン施設等の機能の確保 

ｂ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス等のライフ

ライン施設や廃棄物処理施設の風水害に対する安全性の確保を図るとともに、

系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとする。 

また、廃棄物処理施設については、大規模災害時に稼動することにより、電

力供給や熱供給等の役割も期待できることから、始動用緊急電源のほか、電気・

水・熱の供給設備を設置するよう努めるものとする。 

 

イ【市町村が実施する計画】 

(ア) 風水害に強いまちの形成 

ｆ 以下の事項を重点として総合的な風水害対策を推進することにより、風水害

に強いまちを形成するものとする。 

(k) 土石流危険渓流、地すべり危険箇所及び急傾斜地崩壊危険箇所等における

砂防設備、地すべり防止施設急傾斜地崩壊防止施設の整備等に加え、土砂災

害に対する警戒避難に必要な雨量計、ワイヤーセンサー等の設置及び流木・

風倒木流出防止対策を含め、総合的な土砂災害防止対策の推進 

特に土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川においては、土砂・流木

捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備を実施するとともに、土砂・洪水氾濫

による被害の危険性が高い河川において、砂防堰堤、遊砂地等の整備を実施 

 

(n) 山地災害危険地区、地すべり危険箇所等における山地治山、防災林造成、

地すべり防止施設の整備及び山地災害危険地区の周知等の総合的な山地災害

対策の推進 

特に、流木災害が発生するおそれのある森林については、流木捕捉式治山ダ

ムの設置や間伐等の森林整備などの対策を推進 

また、脆弱な地質地帯における山腹崩壊等対策や巨石・流木対策などを複合

特に、流木災害が発生するおそれのある森林については、流木捕捉式治山ダ

ムの設置や間伐等の森林整備などの対策を推進 

 

 

 

 

(o) 農業用用排水施設の整備、老朽ため池等の補強、低・湿地地域における排

水対策等農地防災対策及び農地保全対策の推進 

 

 

(ウ) ライフライン施設等の機能の確保 

ｂ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上下

水道、廃棄物処理施設等の施設の風水害に対する安全性の確保を図るとともに、系

統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

イ【市町村が実施する計画】 

(ア) 風水害に強いまちの形成 

ｆ 以下の事項を重点として総合的な風水害対策を推進することにより、風水害

に強いまちを形成するものとする。 

(k) 土石流危険渓流、地すべり危険箇所及び急傾斜地崩壊危険箇所等における

砂防設備、地すべり防止施設急傾斜地崩壊防止施設の整備等に加え、土砂災

害に対する警戒避難に必要な雨量計、ワイヤーセンサー等の設置及び流木・

風倒木流出防止対策を含め、総合的な土砂災害防止対策の推進 

 

 

 

(n) 山地災害危険地区、地すべり危険箇所等における山地治山、防災林造成、

地すべり防止施設の整備及び山地災害危険地区の周知等の総合的な山地災害

対策の推進 

特に、流木災害が発生するおそれのある森林については、流木捕捉式治山ダ

ムの設置や間伐等の森林整備などの対策を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第１節 

的に組み合わせた治山対策を推進するとともに、住民等と連携した山地災害危

険地区等の定期点検を実施 

 

(o) 農業用排水施設の整備、決壊した場合に影響が大きいため池における補強

対策や統廃合、低・湿地地域における排水対策等農地防災対策及び農地保全

対策の推進 

 

(イ) ライフライン施設等の機能の確保 

ｂ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス等のライフ

ライン施設や廃棄物処理施設の風水害に対する安全性の確保を図るとともに、

系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとする。 

また、廃棄物処理施設については、大規模災害時に稼動することにより、電

力供給や熱供給等の役割も期待できることから、始動用緊急電源のほか、電気・

水・熱の供給設備を設置するよう努めるものとする。 

 

ウ【関係機関が実施する計画】 

(イ) ライフライン施設等の機能の確保 

ｂ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス等のライフ

ライン施設や廃棄物処理施設の風水害に対する安全性の確保を図るとともに、

系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとする。 

また、廃棄物処理施設については、大規模災害時に稼動することにより、電

力供給や熱供給等の役割も期待できることから、始動用緊急電源のほか、電気・

水・熱の供給設備を設置するよう努めるものとする。 

 

ｄ 災害拠点病院は、通常時の６割程度の発電容量のある自家発電機等を保有し、

３日分程度の燃料を確保しておくものとする。 

また、平時より病院の基本的な機能を維持するために必要な設備について、

自家発電機等から電源の確保が行われていることや、 非常時に使用可能なこと

を検証しておくものとする。 

なお、自家発電機等の設置場所については、地域のハザードマップ等を参考

にして検討することが望ましい。 

 

 

 

 

(o) 農業用用排水施設の整備、老朽ため池等の補強、低・湿地地域における排

水対策等農地防災対策及び農地保全対策の推進 

 

 

(イ) ライフライン施設等の機能の確保 

ｂ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、ガス等の施設の風水害に対する安全性の確保を図るとともに、系統多

重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとする。 

また、廃棄物処理施設については、大規模災害時に稼動することにより、電

力供給や熱供給等の役割も期待できることから、始動用緊急電源のほか、電気・

水・熱の供給設備を設置するよう努めるものとする。 

 

 

ウ【関係機関が実施する計画】 

(イ) ライフライン施設等の機能の確保 

ｂ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活

動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上

下水道、電気、ガス、電話等の施設の風水害に対する安全性の確保を図るとと

もに、系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとする。 

また、廃棄物処理施設については、大規模災害時に稼動することにより、電

力供給や熱供給等の役割も期待できることから、始動用緊急電源のほか、電気・

水・熱の供給設備を設置するよう努めるものとする。 

 

 

(新規) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年３月21日付け 

厚生労働省通知による 

 



様式【風】第２章第５節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第５節 広域相互応援計画 

第３ 計画の内容 

２ 県内全市町村間の相互応援協定 

(2) 実施計画 

ウ【関係機関が実施する計画】（県市長会、県町村会、県消防長会） 

県及び市町村と調整を図り、相互応援体制の確立を図るものとする。 

 

 

 

  第５節 広域相互応援計画 

第３ 計画の内容 

２ 県内全市町村間の相互応援協定 

(2) 実施計画 

ウ【関係機関が実施する計画】（県市長会、県町村会、県消防協会） 

県及び市町村と調整を図り、相互応援体制の確立を図るものとする。 

 

 

 

  

 

 

 

誤植の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第６節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第６節 救助・救急・医療計画 

第３ 計画の内容 

３ 災害拠点病院を中心とした災害医療支援体制の整備 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（健康福祉部） 

(ア) 国の指導に基づき、災害時において基幹的役割を果たす病院として県内に１

か所指定した基幹災害拠点病院、及び地域の中心的な役割を果たす病院として

県内に10箇所指定した地域災害拠点病院を中心とした災害医療体制の充実を図

るとともに、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）・災害派遣精神医療チーム（ＤＰ

ＡＴ）・救護班・災害時小児周産期リエゾン（以下「災害派遣医療チーム（ＤＭ

ＡＴ）等」という。）による支援体制を確保する。 

また、医療の応援について近隣都道府県における協定の締結を促進するなど

医療活動相互応援体制の整備に努めるとともに、災害医療コーディネーター、

災害時小児周産期リエゾン、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の充実強化や実

践的な訓練、ドクターヘリの災害時の運用要領の策定や複数機のドクターヘリ

等が離着陸可能な参集拠点等の確保の運用体制の構築等を通じて、救急医療活

動等の支援体制の整備に努める。 

 

ウ【関係機関が実施する計画】 

(ウ) 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が中期的にも活動を展開できる体制の確立

や、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）から中長期的な医療を担うチームへの円

滑な引継ぎを図るため、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエ

ゾンに努めるものとする。また、慢性疾患患者の広域搬送についても、関係機

関との合同訓練を通じて、円滑な搬送体制の確保に努めるものとする。 

(エ) 災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、県が災害時に

おける医療提供体制及び関係団体等との連携を構築する際、県に対して適宜助

言を行うものとする。 

 

  第６節 救助・救急・医療計画 

第３ 計画の内容 

３ 災害拠点病院を中心とした災害医療支援体制の整備 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（健康福祉部） 

(ア) 国の指導に基づき、災害時において基幹的役割を果たす病院として県内に１

か所指定した基幹災害拠点病院、及び地域の中心的な役割を果たす病院として

県内に10箇所指定した地域災害拠点病院を中心とした災害医療体制の充実を図

るとともに、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）・災害派遣精神医療チーム（ＤＰ

ＡＴ）・救護班・災害時小児周産期リエゾン（以下「災害派遣医療チーム（ＤＭ

ＡＴ）等」という。）による支援体制を確保する。 

また、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の充実強化や実践的な訓練、ドクタ

ーヘリの災害時の運用要領の策定や複数機のドクターヘリ等が離着陸可能な参

集拠点等の確保の運用体制の構築等を通じて、救急医療活動等の支援体制の整

備に努める。 

 

 

 

ウ【関係機関が実施する計画】 

(ウ) 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が中期的にも活動を展開できる体制の確立

や、中長期的な医療を担うチームへの引継ぎ及び慢性疾患患者の搬送引継ぎに

ついて、合同訓練を通じ、円滑な引継ぎや搬送体制の確立に努めるものとする。 

 

 

（新設） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 



【風】第２章第７節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第７節 消防・水防活動計画 

第３ 計画の内容 

１ 消防計画 

(1)現状及び課題 

平成30年４月１日現在の県下の消防体制は、消防本部数13、消防署数93、消防

職員2,498人、消防団員数34,585人である。また、平成27年４月１日現在の消防力

の整備指針に対する充足率は、消防職員79.7％、消防ポンプ自動車100.6％で、い

まだ充分な状況にあるとはいえない。 

大規模災害に対しては、消防力の強化のほか、初動体制等の整備、相互応援体 

制の整備及び住民等に対する火災予防の徹底等が重要であることから、これらに 

留意した市町村消防計画の作成、修正及び当該計画の実施が必要である。 

 

 

  第７節 消防・水防活動計画 

第３ 計画の内容 

１ 消防計画 

(1)現状及び課題 

平成29年４月１日現在の県下の消防体制は、消防本部数13、消防署数93、消防職 

員2,463人、消防団員数34,830人である。また、平成27年４月１日現在の消防力の

整備指針に対する充足率は、消防職員79.7％、消防ポンプ自動車100.6％で、いま

だ充分な状況にあるとはいえない。 

 大規模災害に対しては、消防力の強化のほか、初動体制等の整備、相互応援体

制の整備及び住民等に対する火災予防の徹底等が重要であることから、これらに

留意した市町村消防計画の作成、修正及び当該計画の実施が必要である。 

 

 

  

 

 

 

時点更新 

 



様式【風】第２章第８節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第８節 要配慮者支援計画 

第３ 計画の内容 

２ 在宅者支援 

(2) 実施計画 

ア【県及び市町村が実施する計画】 

(ア) 指定避難所の整備 

県及び市町村は、災害発生時において避難所となる公共施設について、安全性の

向上、段差の解消、スロープや身体障がい者用トイレの設置、避難経路標識等の簡

明化、多言語化等要配慮者に配慮した施設整備の推進、必要な物資等の備蓄に努め

るものとする。 

(イ) 防災教育・防災訓練の実施（危機管理部）  

県及び市町村は、要配慮者が自らの対応能力を高めるため、要配慮者の個々の態

様に合わせた防災教育や防災訓練の充実強化を図るものとする。 

(ウ) 応援体制及び受援体制の整備 

県及び市町村は、他の地方公共団体において災害が発生し、応援要請がある場合

に備え、派遣可能な職員（社会福祉主事、保健師、看護師、介護職員、通訳者、手

話通訳者等）、車両（移動入浴車、小型リフト付車両等）、資機材（車椅子、ストレ

ッチャー等）等、速やかに応援出動等の対応ができる体制を整備するとともに、必

要な物資、資機材等の確保に努めるものとする。 

また、災害発生時に応援要請を行う場合に備え、あらかじめ連絡調整責任者を定

め、円滑かつ効果的に応援を受けられる体制の整備に努めるものとする。 

（エ）避難所における要配慮者支援体制の整備 

県及び市町村は、災害発生時において高齢者、障がい者等の要配慮者を支援する

ため、避難所において、福祉的支援を行う災害派遣福祉チームの派遣に備え、保健

医療関係者との連携、活動内容についての周知、チーム員の研修を実施するなど体

制を整備するものとする。 

 

イ【市町村が実施する計画】 

(イ) 避難行動要支援者以外の要配慮者の状況把握 

市町村は、民生・児童委員、社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア等の協力

や、地域の支え合い等の協力を得て、プライバシーの保護に十分配慮しつつ、

避難行動要支援者以外の要配慮者についても所在及び災害時における保健福祉

サービスの要否等、在宅の避難行動要支援者以外の要配慮者の状況把握に努め

るものとする。 

 

 

  第８節 要配慮者支援計画 

第３ 計画の内容 

２ 在宅者支援 

(2) 実施計画 

ア【県及び市町村が実施する計画】 

(ア) 指定避難所の整備 

県及び市町村は、災害発生時において避難所となる公共施設について、安全性の

向上、段差の解消、スロープや身体障がい者用トイレの設置、避難経路標識等の簡

明化、多言語化等要配慮者に配慮した施設整備の推進、必要な物資等の備蓄に努め

るものとする。 

(イ) 防災教育・防災訓練の実施（危機管理部）  

県及び市町村は、要配慮者が自らの対応能力を高めるため、要配慮者の個々の態

様に合わせた防災教育や防災訓練の充実強化を図るものとする。 

(ウ) 応援体制及び受援体制の整備 

県及び市町村は、他の地方公共団体において災害が発生し、応援要請がある場合

に備え、派遣可能な職員（社会福祉主事、保健師、看護師、介護職員、通訳者、手

話通訳者等）、車両（移動入浴車、小型リフト付車両等）、資機材（車椅子、ストレ

ッチャー等）等、速やかに応援出動等の対応ができる体制を整備するとともに、必

要な物資、資機材等の確保に努めるものとする。 

また、災害発生時に応援要請を行う場合に備え、あらかじめ連絡調整責任者を定

め、円滑かつ効果的に応援を受けられる体制の整備に努めるものとする。 

(新設) 

 

 

 

 

 

イ【市町村が実施する計画】 

(イ) 避難行動要支援者以外の要配慮者の状況把握 

市町村は、民生・児童委員、社会福祉協議会、自治会、ボランティア団体等の

協力や、地域の支え合い等の協力を得て、プライバシーの保護に十分配慮しつ

つ、避難行動要支援者以外の要配慮者についても所在及び災害時における保健

福祉サービスの要否等、在宅の避難行動要支援者以外の要配慮者の状況把握に

努めるものとする。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 31 年 2 月に官民

協働によるネットワー

クを立ち上げ災害派遣

福祉チーム派遣に関す

る協定を締結したため 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第８節 

(エ) 支援協力体制の整備 

市町村は、福祉事務所、保健所、社会福祉施設、医療機関、社会福祉協議会、

民生・児童委員、地域住民、ＮＰＯ・ボランティア等との連携の下に、災害時の

安否確認、避難誘導、情報提供、救護・救済対策、緊急受入れ等地域ぐるみの支

援協力体制の確立に努めるものとする。 

 

(エ) 支援協力体制の整備 

市町村は、福祉事務所、保健所、社会福祉施設、医療機関、社会福祉協議会、

民生・児童委員、地域住民、ボランティア団体等との連携の下に、災害時の安

否確認、避難誘導、情報提供、救護・救済対策、緊急受入れ等地域ぐるみの支援

協力体制の確立に努めるものとする。 

 

 

 



様式【風】第２章第 11 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１１節 避難の受入活動計画 

第３ 計画の内容 

２ 避難場所の確保 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する計画】 

(エ) 指定緊急避難場所ついては、他の市町村からの被災住民を受け入れることが

できるよう配慮するものとする。 

 

３ 避難所の確保 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する計画】 

(ア) 指定避難所内の一般スペースでは生活することが困難な障がい者等の要配慮

者のため、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努めるものとする。 

(イ) 指定避難所については、被災者を滞留するために必要となる適切な規模を有

し、速やかに被災者等を受け入れることが可能な構造又は設備を有する施設で

あって、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が

比較的容易な場所にあるものを指定するものとする。なお、福祉避難所として

主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の

円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生した場

合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主

として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを

指定するものとする。また、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねるこ

とができる。 

 

(オ) 指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保

するために、換気、照明、冷暖房等の施設の整備に努めるものとする。 

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止すること

を想定した整備に努めるものとする。 

 

(ク) 指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、水、非

常用電源、常備薬、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資の備蓄に努め

るものとする。また、灯油、ＬＰガスなどの常設に努めるものとする。 

 

(ソ) 指定避難所については、他の市町村からの被災住民を受け入れることができ

るよう配慮するものとする。 

  第１１節 避難の受入活動計画 

第３ 計画の内容 

２ 避難場所の確保 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する計画】 

(エ) 指定緊急避難場所ついては、他の市町村からの被災者を受け入れることがで

きるよう配慮するものとする。 

 

３ 避難所の確保 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する計画】 

(ア) 一般の指定避難所では生活することが困難な障がい者等の要配慮者のため、

必要に応じて福祉避難所を指定するよう努めるものとする。 

(イ) 指定避難所については、被災者を滞留するために必要となる適切な規模を有

し、速やかに被災者等を受け入れることが可能な構造又は設備を有する施設で

あって、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が

比較的容易な場所にあるものを指定するものとする。なお、福祉避難所として

主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の

円滑な利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることがで

きる体制が整備されているもの等を指定するものとする。また、指定緊急避難

場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 

 

 

 

(オ) 指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保

するために、換気、照明等の施設の整備に努めるものとする。 

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止すること

を想定した整備に努めるものとする。 

 

(ク) 指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、水、非

常用電源、常備薬、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資の備蓄に努め

るものとする。また、灯油、エルピーガスなどの常設に努めるものとする。 

 

(ソ) 指定避難所については、他の市町村からの被災者を受け入れることができる

よう配慮するものとする。 

  

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年台風 19 号災害

の対応を踏まえた修正 
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国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 



様式【風】第２章第 13 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１３節 食料品等の備蓄・調達計画 

第３ 計画の内容 

１ 食料品等の備蓄・調達体制の整備 

(2)実施計画 

ウ【関係機関が実施する計画】 

(ア) 農林水産省 

ａ 農林水産省は、「米穀の買入れ・販売等に関する基本要領」第４章第11の災

害救助法又は国民保護法が発動された場合の特例に基づき対応するものとす

る。 

 

 

 

 

 

  第１３節 食料品等の備蓄・調達計画 

第３ 計画の内容 

１ 食料品等の備蓄・調達体制の整備 

(2)実施計画 

ウ【関係機関が実施する計画】 

(ア) 農林水産省 

ａ 農林水産省は、「米穀の買入れ・販売等に関する基本要領」第４章第10の災

害救助法又は国民保護法が発動された場合の特例に基づき対応するものとす

る。 

 

 

 

 

 

  

 

国の基本要領に 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第 14 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１４節 給水計画 

第３ 計画の内容 

１ 飲料水等の備蓄・調達体制の整備 

(1)現状及び課題 

平成31年３月31日現在、県下の水道事業者及び水道用水供給事業者には、2,813箇

所（976,457㎥）の配水池があり、そのうち上水道事業及び水道用水供給事業者で緊

急遮断弁の設置など災害時用として整備されているのは、275箇所である。 

配水池への緊急遮断弁の設置、施設に対する安全性の確保並びに老朽施設の更新

は急務であるが、施設の建設には多大な費用が必要となる。 

 

(2)実施計画 

ア【県が実施する計画】 

(ア) 施設整備について、市町村に対する助言を行う。（環境部） 

(イ) 応急給水用具の整備について、市町村に対する助言を行う。（環境部） 

(ウ) 水道施設災害等相互応援要綱（水道協議会）の整備を行う。（環境部） 

(エ) 備蓄となりうる配水池等の把握を行う。（環境部） 

 

２ 飲料水等の供給計画 

(1)現状及び課題 

平成31年４月１日現在、県下の水道事業者（公営）には、給水車48台、給水タン

ク350個、ポリタンク等3,156個、ろ過器30器が整備されており、緊急時にはこれら

の用具により供給を行う。また、当該市町村での供給が困難な場合には災害相互応

援により他市町村が支援する。しかし、大規模災害等により被災が広範囲に渡った

場合には、相互応援（県水道協議会策定）が困難になるとともに、給水車等の不足

も予想される。 

 

(2)実施計画 

ア【県が実施する計画】 

(ア) 被災が広範囲にわたり他都道府県からの応援が必要になった場合及び他都道

府県が被災し本県からの応援が必要になった場合を想定し、水道施設災害等相

互応援要綱及び他都道府県との相互応援体制に関する整備を行う。（危機管理

部、環境部） 

(イ) 市町村に対し、給水体制等に関する助言を行う。（環境部） 

  第１４節 給水計画 

第３ 計画の内容 

１ 飲料水等の備蓄・調達体制の整備 

(1)現状及び課題 

平成30年3月31日現在、県下の水道事業者及び水道用水供給事業者には、2,813箇

所（976,457㎥）の配水池があり、そのうち上水道事業及び水道用水供給事業者で緊

急遮断弁の設置など災害時用として整備されているのは、275箇所である。 

配水池への緊急遮断弁の設置、施設に対する安全性の確保並びに老朽施設の更新

は急務であるが、施設の建設には多大な費用が必要となる。 

 

(2)実施計画 

ア【県が実施する計画】 

(ア) 施設整備について、市町村に対する助言を行う。（環境部） 

(イ) 応急給水用具の整備について、市町村に対する助言を行う。（環境部） 

(ウ) 水道施設災害相互応援要綱（水道協議会）の整備を行う。（環境部） 

(エ) 備蓄となりうる配水池等の把握を行う。（環境部） 

 

２ 飲料水等の供給計画 

(1)現状及び課題 

平成30年4月１日現在、県下の水道事業者（公営）には、給水車49台、給水タンク

347個、ポリタンク等3,137個、ろ過器39器が整備されており、緊急時にはこれらの

用具により供給を行う。また、当該市町村での供給が困難な場合には災害相互応援

により他市町村が支援する。しかし、大規模災害等により被災が広範囲に渡った場

合には、相互応援（県水道協議会策定）が困難になるとともに、給水車等の不足も

予想される。 

 

(2)実施計画 

ア【県が実施する計画】 

(ア) 被災が広範囲にわたり他都道府県からの応援が必要になった場合及び他都道

府県が被災し本県からの応援が必要になった場合を想定し、水道施設災害相互

応援要綱及び他都道府県との相互応援体制に関する整備を行う。（危機管理部、

環境部） 

(イ) 市町村に対し、給水体制等に関する助言を行う。（環境部） 

 

  

 

 

 

時点修正 

 

 



様式【風】第２章第 19 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１９節 上水道施設災害予防計画 

第３ 計画の内容 

水道施設・設備の整備及び安全性の確保 

１ 現状及び課題 

水道事業者等については、施設の安全性の確保、老朽施設の更新等を計画的に進

めているが、施設の建設には多大な費用が必要となるため、施設整備が十分とは言

えないのが現状である。 

また、ライフラインの確保として、他事業と調整し、緊急時連絡管等の整備が必

要である。 

水道事業者相互の応援体制については、長野県市町村災害時相互応援協定及び長

野県水道協議会水道施設災害等相互応援要綱により他市町村及び他水道事業者へ応

援を依頼することが可能であり、また長野県水道協議会水道施設災害等相互応援要

綱により、(公社)日本水道協会を通じて全国的に応援を依頼することが可能である。 

  第１９節 上水道施設災害予防計画 

第３ 計画の内容 

水道施設・設備の整備及び安全性の確保 

１ 現状及び課題 

水道事業者等については、施設の安全性の確保、老朽施設の更新等を計画的に進

めているが、施設の建設には多大な費用が必要となるため、施設整備が十分とは言

えないのが現状である。 

また、ライフラインの確保として、他事業と調整し、緊急時連絡管等の整備が必

要である。 

水道事業者相互の応援体制については、長野県市町村災害時相互応援協定及び長

野県水道協議会水道施設災害等相互応援要綱により他市町村及び他水道事業者へ応

援を依頼することが可能であり、また長野県水道協議会水道施設災害相互応援要綱

により、(公社)日本水道協会を通じて全国的に応援を依頼することが可能である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載誤り 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第 23 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２３節 災害広報計画 

第３ 計画の内容 

１ 被災者及び住民等への情報の提供体制 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（危機管理部、企画振興部、総務部、県民文化部） 

(イ) Ｌアラート（災害情報共有システム）、県のホームページ、ソーシャルメディ

ア等を活用し、住民に対して各種の情報を提供できる体制の整備を図る。 

(ウ) Ｌアラート（災害情報共有システム）で発信する災害関連情報等の多様化に

努めるとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化に努める。 

(エ) 被災者及び住民等に対して各種の情報提供を行うため、市町村及び長野県大

規模災害ラジオ放送協議会と体制の整備・確認を行う。 

(オ) (エ)のほか、被災者及び住民等に対して各種の情報提供を行うため、市町村

及び報道機関等と体制の整備・確認を行うとともに、安否情報の確認手段につ

いて、住民への普及啓発に努める。 

 

 

  第２３節 災害広報計画 

第３ 計画の内容 

１ 被災者及び住民等への情報の提供体制 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（危機管理部、企画振興部、総務部、県民文化部） 

(イ) Ｌアラート（災害情報共有システム）、県のホームページ、ソーシャルメディ

ア等を活用し、住民に対して各種の情報を提供できる体制の整備を図る。 

(新規) 

 

(ウ) 被災者及び住民等に対して各種の情報提供を行うため、市町村及び長野県大

規模災害ラジオ放送協議会と体制の整備・確認を行う。 

(エ) (ウ)のほか、被災者及び住民等に対して各種の情報提供を行うため、市町村

及び報道機関等と体制の整備・確認を行うとともに、安否情報の確認手段につ

いて、住民への普及啓発に努める。 

 

  

 

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第 24 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２４節 土砂災害等の災害予防計画 

第３ 計画の内容 

１ 地すべり対策 

(1) 現状及び課題 

本県は複雑な地質構造を有しており、特に県中北部の第三紀層地帯、及び南部の

結晶片岩地帯を中心に全国屈指の地すべり地帯が分布している。平成31年4月1日現

在、地すべり危険箇所は、1,973箇所（建設部所管1,241箇所、林務部所管412箇所、

農政部所管320箇所）ある。 

 

２ 山地災害危険地対策 

(1) 現状及び課題 

山腹崩壊、土砂流出のおそれのある山地災害危険地区については、平成31年4月1

日現在、山腹崩壊危険地区3,710箇所、崩壊土砂流出危険地区4,623箇所である。 

  

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（林務部） 

山地災害危険地区については、地震による山腹崩壊危険度、断層の有無、落石発

生危険度を加えた地震対策にも留意しており、毎年見直し調査を実施している。 

また、市町村及び関係住民の理解と協力を得ながら、常にその状態について把握

し、加えて、平成26年度から航空レーザ測量データを活用して、崩壊等の危険個所

の抽出を行っている。 

これらの情報をもとに、市町村との連携も図りつつ対策を要する箇所について、長

野県強靭化計画の「地域との協働で行う事前防災治山計画」の内容を踏まえ、治山

施設整備と森林整備による災害に強い森林づくりを積極的に推進する。 

 

 

  第２４節 土砂災害等の災害予防計画 

第３ 計画の内容 

１ 地すべり対策 

(1) 現状及び課題 

本県は複雑な地質構造を有しており、特に県中北部の第三紀層地帯、及び南部の

結晶片岩地帯を中心に全国屈指の地すべり地帯が分布している。平成30年4月1日現

在、地すべり危険箇所は、1,973箇所（建設部所管1,241箇所、林務部所管412箇所、

農政部所管320箇所）ある。 

 

２ 山地災害危険地対策 

(1) 現状及び課題 

山腹崩壊、土砂流出のおそれのある山地災害危険地区については、平成30年4月1

日現在、山腹崩壊危険地区3,710箇所、崩壊土砂流出危険地区4,623箇所である。 

  

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（林務部） 

山地災害危険地区については、地震による山腹崩壊危険度、断層の有無、落石発

生危険度を加えた地震対策にも留意しており、毎年見直し調査を実施している。 

また、市町村及び関係住民の理解と協力を得ながら、常にその状態について把握

し、加えて、平成26年度から航空レーザ測量データを活用して、崩壊等の危険個所

の抽出を行っている。 

これらの情報をもとに、市町村との連携も図りつつ対策を要する箇所について治山

施設整備と森林整備による災害に強い森林づくりを積極的に推進する。 

 

 

  

 

 

 

 

時点更新 

 

 

 

 

時点更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県強靭化計画の改

定を反映 

 



様式【風】第２章第 27 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２７節 道路及び橋梁災害予防計画 

第３ 計画の内容 

３ 危険防止のための事前規制 

(2) 実施計画 

【道路管理者・警察本部が実施する計画】 

(ア) 道路管理者並びに警察等は、あらかじめ特別警報発令時などにおいて通行規

制が必要な道路及び橋梁について検討し、情報共有を図るものとする。 

(イ) 道路管理者並びに道路管理者並びに警察等は相互に連携協力し、気象・水象

情報、道路情報等を迅速に収集し、道路の通行に危険が認められる場合は、迅

速な通行規制を実施するものとする。 

(ウ) 事前の道路規制情報等事前の道路規制情報等について、各道路管理者、関係

機関及び県が情報共有できる体制の整備に努める。 

 

 

 

 

  第２７節 道路及び橋梁災害予防計画 

第３ 計画の内容 

３ 危険防止のための事前規制 

(2) 実施計画 

【道路管理者・警察本部が実施する計画】 

(新設) 

 

(ア) 道路管理者並びに警察等は相互に連携協力し、気象・水象情報、道路情報等

を迅速に収集し、道路の通行に危険が認められる場合は、迅速な通行規制を実

施するものとする。 

(イ) 事前の道路規制情報等について、各道路管理者、関係機関及び県が情報共有

できる体制の整備に努める。 

 

  

 

 

 

 

令和元年度台風第 19 号

災害に係る振り返りに

よる修正 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第 29 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２９節 ため池災害予防 

 

第１ 基本方針 

下流域に人家や公共施設等がある農業用ため池が豪雨等により被災した場合には、受益

農地の営農に支障をきたすばかりでなく、甚大な被害が生じるおそれがある。 

このため、適切な維持管理や監視体制について施設管理者に指導するとともに、豪雨に

対する安全性の低い施設については、補強工事を実施し、災害の発生を未然に防止する。 

 

第２ 主な取組み 

決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのある

「防災重点ため池」を優先して対策に取り組む。 

 (1) 緊急時の迅速な避難行動につながる対策 

ハザードマップの作成と公表により、地域住民にわかりやすい防災情報を提供する。 

 (2) 施設機能の適切な維持・補強に向けた対策 

農業用水として利用されなくなったため池は所有者等の合意を得て、廃止を推進す

る。また、決壊した場合に人的被害を与えるおそれがあるため池は、豪雨対策を推進す

る。 

 

第３ 計画の内容 

(1) 現状及び課題 

県内には1,700箇所余りの農業用ため池が存在し、市町村や土地改良区等により維持

管理されている。これらのため池の半数が江戸時代以前の築造であるなど、老朽化が進

んだ施設も存在しており、下流に人家や公共施設等があるため池が決壊した場合には、

甚大な被害を及ぼすおそれがあることから、適切な維持管理や補強を講じていく必要が

ある。 

 

 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（農政部） 

（ア） 管理の基本となる県全体の「ため池カルテ」を管理し、毎年度更新する。 

（イ） 調査結果に基づき、緊急度の高いものから順次補強工事を実施する。 

     (ウ)  市町村が行うハザードマップ作成に対して、支援する。 

 

イ【市町村が実施する計画】 

(ア)  ため池の諸元、改修履歴等を明記した「ため池カルテ」を整備し、変更が生じ

た場合は県に報告する。 

  第２９節 ため池災害予防 

 

第１ 基本方針 

下流域に人家や公共施設等がある農業用ため池が豪雨等により被災した場合には、受益

農地の営農に支障をきたすばかりでなく、甚大な被害が生じるおそれがある。 

このため、適切な維持管理や監視体制について施設管理者に指導するとともに、豪雨に

対する安全性の低い施設については、補強工事を実施し、災害の発生を未然に防止する。 

 

第２ 主な取組み 

巡回点検等によりため池の現状を常に把握するとともに、緊急度の高いものから順次補

強工事を実施する。 

防災重点ため池※等、決壊による下流への影響が大きいため池については、ハザードマ

ップの作成・公表や情報連絡体制の整備を行う。 

※防災重点ため池：堤高15ｍ以上又は貯水量10万㎥以上のため池 

下流に人家や公共施設等が存在し、市町村が指定したため池 

 

 

第３ 計画の内容 

(1) 現状及び課題 

県内には1,700箇所余りの農業用ため池が存在し、市町村や土地改良区等により維持

管理されている。 

これらのため池の半数が江戸時代以前の築造であるなど、老朽化が進んだ施設も存在

しており、下流に人家や公共施設等があるため池が決壊した場合には、甚大な被害を及

ぼすおそれがあることから、適切な維持管理や補強を講じていく必要がある。 

 

 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（農政部） 

(ア) 管理の基本となる県全体の「ため池カルテ」を管理し、毎年度更新する。 

(イ) 調査結果に基づき、緊急度の高いものから順次補強工事を実施する。 

(ウ) 市町村が行うハザードマップ作成に対して支援する。 

         

イ【市町村が実施する計画】 

(ア) ため池の諸元、施設の構造、下流の状況等について明記した「ため池カルテ」

を整備し、施設の状況について適時確認するとともに、変更が生じた場合は県に

報告するものとする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

防災重点ため池の再選

定に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県ため池整備計画

の制定に伴う修正 

 

 



様式【風】第２章第 29 節 

（イ） ため池管理者、市町村等との緊急連絡網を作成するものとする。 

(ウ)  豪雨の発生が予想される場合には、事前に巡回点検を実施するものとする。 

(エ) ハザードマップを作成し、住民への周知を図るものとする。 

 

(イ) 必要に応じ土のう、杭等の応急資材を準備するものとする。 

(ウ) 豪雨の発生が予想される場合には、事前に巡回点検を実施するものとする。 

(エ) ハザードマップを作成し、住民への周知を図るものとする。 

 

 

 



様式【風】第２章第 30 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３０節 農林水産物災害予防計画 

第３ 計画の内容 

２ 林産物災害予防計画 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（林務部） 

(ア) 長野県ふるさとの森林づくり条例に基づく森林づくり指針に基づき多様な森

林の整備を図る。 

(イ) 健全な森林を育成するため、適正かつ計画的な間伐を実施する。 

(ウ) 林産物生産、流通、加工現場において、事業者が施設管理を適切に行うよう

指導又は助言する。 

(エ) 市町村との連携を図りつつ、防災・減災の観点からの森林整備を行うととも

に、間伐材の利用を推進する。 

 

 

 

  第３０節 農林水産物災害予防計画 

第３ 計画の内容 

２ 林産物災害予防計画 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（林務部） 

(ア) 長野県ふるさとの森林づくり条例に基づく森林づくり指針に基づき多様な森

林の整備を図る。 

(イ) 健全な森林を育成するため、間伐総合対策に基づき間伐を実施する。 

(ウ) 林産物生産、流通、加工現場において、事業者が施設管理を適切に行うよう

指導又は助言する。 

(エ) 市町村との連携を図りつつ、防災・減災の観点からの森林整備を行うととも

に、間伐材の利用を推進する。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

事業の変更に伴い修正 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第 32 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３２節 防災知識普及計画 

第１ 基本方針 

「自らの命は自らが守る」が防災の基本であり、県、市町村及び防災関係機関による対

策が、有効に機能するためには、食料・飲料水の備蓄など住民が平常時から災害に対する

備えを心がけるとともに、災害発生時には、自らの安全を守るような行動をとることがで

きることが重要である。 

また、広域かつ甚大な被害が予想される災害に対処するためには、住民、企業及び自主

防災組織等の連携による総合的な防災力の向上が不可欠である。 

しかし、実際に災害が発生する頻度はそれほど高くないため、災害時における行動を経

験から学ぶことは、困難である。 

このため、県、市町村及び指定行政機関等は、災害文化の伝承や、体系的な教育により

住民の防災意識の高揚を図るとともに、防災知識の普及、徹底を図り、自主防災意識を持

った災害に強い住民の育成等地域の総合的な防災力の向上に努めるものとする。 

 

第３ 計画の内容 

１ 住民等に対する防災知識の普及活動 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（全部局） 

(ア) 県民に対して防災知識を普及させるため、新聞、テレビ、ラジオ等のマスメ

ディア、県ホームページ、住民向け講座及び各種広報資料等により次の事項の

啓発活動を行う。 

f 「自らの命は自らが守る」という「自助」の防災意識 

 

(イ) 防災気象情報や避難に関する情報等の防災情報を災害の切迫度に応じて、５

段階の警戒レベルにより提供すること等を通して、受け手側が情報の意味を直

感的に理解できるような取組を推進する。 

(ウ) 避難を確保する上で必要な事項を住民に周知させるため、市町村が行う印刷

物（ハザードマップ等）の作成配布について協力する。その際、河川近傍や浸

水深の大きい区域については「早期の立退き避難が必要な区域」として明示す

ることに努める。 

(エ) 防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケア

マネージャー）の連携により、高齢者の避難行動に対する理解の促進を図る。 

(オ) 企業等に対しても地域社会の一員として研修会、講演会等への参加を呼びか

ける。 

(カ) 教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関するテキストやマニュ

アルの配布、有識者による研修会や講演会、実地研修の開催等により、防災教

  第３２節 防災知識普及計画 

第１ 基本方針 

「自分の命は、自分で守る。」が防災の基本であり、県、市町村及び防災関係機関による

対策が、有効に機能するためには、食料・飲料水の備蓄など住民が平常時から災害に対す

る備えを心がけるとともに、災害発生時には、自らの安全を守るような行動をとることが

できることが重要である。 

また、広域かつ甚大な被害が予想される災害に対処するためには、住民、企業及び自主

防災組織等の連携による総合的な防災力の向上が不可欠である。 

しかし、実際に災害が発生する頻度はそれほど高くないため、災害時における行動を経

験から学ぶことは、困難である。 

このため、県、市町村及び指定行政機関等は、災害文化の伝承や、体系的な教育により住

民の防災意識の高揚を図るとともに、防災知識の普及、徹底を図り、自主防災意識を持っ

た災害に強い住民の育成等地域の総合的な防災力の向上に努めるものとする。 

 

第３ 計画の内容 

１ 住民等に対する防災知識の普及活動 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】（全部局） 

(ア) 県民に対して防災知識を普及させるため、新聞、テレビ、ラジオ等のマスメ

ディア、県ホームページ、住民向け講座及び各種広報資料等により次の事項の

啓発活動を行う。 

f 「自分の命は自分で守る」という「自助」の防災意識 

 

(新規) 

 

 

(イ) 避難を確保する上で必要な事項を住民に周知させるため、市町村が行う印刷

物（ハザードマップ等）の作成配布について協力する。その際、河川近傍や浸

水深の大きい区域については「早期の立退き避難が必要な区域」として明示す

ることに努める。 

(新規) 

 

(ウ) 企業等に対しても地域社会の一員として研修会、講演会等への参加を呼びか

ける。 

(エ) 教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関するテキストやマニュ

アルの配布、有識者による研修会や講演会、実地研修の開催等により、防災教

  

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 
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育を実施する。 

(キ) 各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切かつ継続

的に実施されるよう、水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を

図る。 

(ク)  防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、雪崩

防止週間等を通じ、各種講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、雪崩

災害、二次災害防止等に関する総合的な知識の普及に努める。 

   また、住民に対し、水害時のシミュレーション結果等を示しながら、「早期の

立退き避難が必要な区域」からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、

浸水深、浸水継続時間等に応じて、水・食料を備蓄すること、ライフライン途

絶時の対策をとること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等につい

て、普及啓発を図る。 

(ケ) 住民に対し、風水害のおそれのない適切な避難場所、避難路等について周知

徹底するとともに、必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う

等、円滑な避難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かした避難

活動を推進する。 

(コ) 住民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の促進のため、

防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信する。 

 

イ【市町村が実施する計画】 

(ウ) 防災気象情報や避難に関する情報等の防災情報を災害の切迫度に応じて、５

段階の警戒レベルにより提供すること等を通して、受け手側が情報の意味を直

感的に理解できるような取組を推進する。 

(エ) 自主防災組織における、防災マップ、地区別防災カルテの作成に対する協力

について指導推進するものとする。  

(オ) 上記の防災マップ、地区別防災カルテの配布に当たっては、それらが持って

いる意味、活用方法について充分な理解が得られるよう啓発の機会を設定する

ものとする。この際、被害想定区域外にも被害が及ぶ可能性があることも併せ

て周知するものとする。 

(カ) 防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケア

マネージャー）の連携により、高齢者の避難行動に対する理解の促進を図る。 

(キ) 教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関するテキストやマニュ

アルの配布、有識者による研修会や講演会、実地研修の開催等により、防災教

育を実施するものとする。 

(ク) 各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切かつ継続

的に実施されるよう、水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を

図る。 

(ケ) 防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、雪崩

育を実施する。 

(新規) 

 

 

(オ)  防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、雪崩

防止週間等を通じ、各種講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、雪崩

災害、二次災害防止等に関する総合的な知識の普及に努める。 

   また、住民に対し、水害時のシミュレーション結果等を示しながら、「早期の

立退き避難が必要な区域」からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、

浸水深、浸水継続時間等に応じて、水・食料を備蓄すること、ライフライン途

絶時の対策をとること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等につい

て、普及啓発を図る。 

(カ) 住民に対し、風水害のおそれのない適切な避難場所、避難路等について周知

徹底するとともに、必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う

等、円滑な避難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かした避難

活動を推進する。 

(キ) 住民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の促進のため、

防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信する。 

 

イ【市町村が実施する計画】 

(新規) 

 

 

(ウ) 自主防災組織における、防災マップ、地区別防災カルテの作成に対する協力

について指導推進するものとする。  

(エ) 上記の防災マップ、地区別防災カルテの配布に当たっては、それらが持って

いる意味、活用方法について充分な理解が得られるよう啓発の機会を設定する

ものとする。この際、被害想定区域外にも被害が及ぶ可能性があることも併せ

て周知するものとする。 

(新規) 

 

(オ) 教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関するテキストやマニュ

アルの配布、有識者による研修会や講演会、実地研修の開催等により、防災教

育を実施するものとする。 

(新規) 

 

 

(カ) 防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、雪崩
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防止週間等を通じ、各種講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、雪崩

災害、二次災害防止等に関する総合的な知識の普及に努めるものとする。 

また、住民に対し、水害時のシミュレーション結果等を示しながら、「早期の

立退き避難が必要な区域」からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、

浸水深、浸水継続時間等に応じて、水・食料を備蓄すること、ライフライン途

絶時の対策をとること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等につい

て、普及啓発を図るものとする。 

(コ) 住民に対し、風水害のおそれのない適切な避難場所、避難路等について周知

徹底するとともに、必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う

等、円滑な避難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かした避難

活動を促進するものとする。 

(サ) 住民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の促進のため、

防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信するものとする。 

 

５ 大規模災害の教訓や災害文化の伝承 

ア【県及び市町村が実施する計画】（危機管理部） 

過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大

規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大規模災害に関する調

査分析結果や映像を含めた各種資料をアーカイブとして広く収集・整理し、適切に

保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう地図情報その他の方法により

公開に努めるものとする。 

また、災害教訓の伝承の重要性について啓発を行うほか、大規模災害に関する調

査分析結果や映像を含めた各種資料の収集・保存・公開等により、住民が災害教訓

を伝承する取組を支援するものとする。 

 

 

 

防止週間等を通じ、各種講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、雪崩

災害、二次災害防止等に関する総合的な知識の普及に努めるものとする。 

また、住民に対し、水害時のシミュレーション結果等を示しながら、「早期の

立退き避難が必要な区域」からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、

浸水深、浸水継続時間等に応じて、水・食料を備蓄すること、ライフライン途

絶時の対策をとること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等につい

て、普及啓発を図るものとする。 

(キ) 住民に対し、風水害のおそれのない適切な避難場所、避難路等について周知

徹底するとともに、必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う

等、円滑な避難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かした避難

活動を促進するものとする。 

(ク) 住民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の促進のため、

防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信するものとする。 

 

５ 大規模災害の教訓や災害文化の伝承 

ア【県及び市町村が実施する計画】（危機管理部） 

過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大

規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大規模災害に関する調

査分析結果や映像を含めた各種資料をアーカイブとして広く収集・整理し、適切に

保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう公開に努めるものとする。 

また、災害教訓の伝承の重要性について啓発を行うほか、大規模災害に関する調

査分析結果や映像を含めた各種資料の収集・保存・公開等により、住民が災害教訓

を伝承する取組を支援するものとする。 

 

 



様式【風】第２章第 33 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３３節 防災訓練計画 

第３ 計画の内容 

２ 実践的な訓練の実施と事後評価 

(2) 実施計画 

イ【訓練の実施機関において実施する計画】 

(ア) 実践的な訓練の実施 

ｂ 学校、自主防災組織、民間企業、ＮＰＯ・ボランティア等、要配慮者を含め

た地域住民等の地域に関係する多様な主体と連携した訓練を実施するよう努め

るものとする。 

 

 

  第３３節 防災訓練計画 

第３ 計画の内容 

２ 実践的な訓練の実施と事後評価 

(2) 実施計画 

イ【訓練の実施機関において実施する計画】 

(ア) 実践的な訓練の実施 

ｂ 学校、自主防災組織、民間企業、ボランティア団体及び地域住民等の地域に

関係する多様な主体とも連携した訓練となるよう努めるものとする。 

  

 

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 



様式【風】第２章第 34 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３４節 災害復旧・復興への備え 

第３ 計画の内容 

１ 災害廃棄物の発生への対応 

(1)【県が実施する計画】（建設部、環境部） 

ウ 発災時に、円滑かつ迅速に災害廃棄物を処理できるよう、市町村が行う災害廃

棄物対策に対する技術的な支援を行うとともに、仮置場の確保や災害時の廃棄物

の処理体制、民間事業者等との連携・協力等について、災害廃棄物処理計画にお

いて具体的に示す。 

 

(2)【市町村が実施する計画】 

ウ 発災時に、円滑かつ迅速に災害廃棄物を処理できるよう、災害廃棄物の仮置場

の確保や運用方針、一般廃棄物（指定避難所のごみや仮設トイレのし尿等）の処

理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺の地方公共団体との連携・協力等に

ついて、災害廃棄物処理計画において具体的に示すものとする。 

 

 

  第３４節 災害復旧・復興への備え 

第３ 計画の内容 

１ 災害廃棄物の発生への対応 

(1)【県が実施する計画】（建設部、環境部） 

ウ 発災時に、適正かつ迅速に災害廃棄物を処理できるよう、市町村が行う災害廃

棄物対策に対する技術的な支援を行うとともに、仮置場の確保や災害時の廃棄物

の処理体制、民間事業者等との連携・協力等について、災害廃棄物処理計画にお

いて具体的に示す。 

 

(2)【市町村が実施する計画】 

ウ 発災時に、適正かつ迅速に災害廃棄物を処理できるよう、災害廃棄物の仮置場

の確保や運用方針、一般廃棄物（指定避難所のごみや仮設トイレのし尿等）の処

理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺の地方公共団体との連携・協力等に

ついて、災害廃棄物処理計画において具体的に示すものとする。 

  

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 



様式【風】第２章第 36 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３６節 企業防災に関する計画 

第３ 計画の内容 

(2) 実施計画 

ア【県（全部局）、市町村が実施する計画】 

(ア) 職員の住民向け講座などの啓発活動や研修により、企業のトップから従業員

に至るまでの防災知識の向上、防災意識の高揚を図るとともに、企業の防災に

係る取組みの積極的評価等により企業の防災力向上の促進を図るものとする。 

(イ) 中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組み等の防災・減災対策の

普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に努めるもの

とする。 

(ウ) 企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的

参加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うものとする。 

(エ) 要配慮者利用施設の所有者または管理者は、介護保険法関係法令等に基づき、

自然災害からの避難を含む非常災害に関する具体的計画を作成するものとす

る。 

 

 

 

  第３６節 企業防災に関する計画 

第３ 計画の内容 

(2) 実施計画 

ア【県（全部局）、市町村が実施する計画】 

(ア) 職員の住民向け講座などの啓発活動や研修により、企業のトップから従業員

に至るまでの防災知識の向上、防災意識の高揚を図るとともに、企業の防災に

係る取組みの積極的評価等により企業の防災力向上の促進を図るものとする。 

（新規） 

 

 

(イ) 企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的

参加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うものとする。 

(ウ) 要配慮者利用施設の所有者または管理者は、介護保険法関係法令等に基づき、

自然災害からの避難を含む非常災害に関する具体的計画を作成するものとす

る。 

 

  

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 



様式【風】第２章第 37 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３７節 ボランティア活動の環境整備 

第３ 計画の内容 

２ 防災ボランティア活動の環境整備 

(2) 実施計画【県（危機管理部・健康福祉部）及び市町村が実施する計画】 

ア 平常時から地域団体、ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やリーダーの育成を図る

とともに、ボランティアの自主性を尊重しつつ、ＮＰＯ・ボランティア等と協力して、

発災時のボランティアとの連携について検討するものとする。 

 

イ 行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の登録、研修制度、災害時

における防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活動の

拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換

を行う情報共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進するものとする。 

 

ウ 社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、がれき、

土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。また、地域住民やＮＰＯ・ボラ

ンティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周知を進めることで、防

災ボランティア活動の環境整備に努めるものとする。 

 

３ ボランティア団体間の連携 

(2) 実施計画 

県（危機管理部・健康福祉部）及び市町村は、国内の主要な災害ボランティア団体や

ボランティア関係団体、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整

を行う組織）と連携し、ボランティアグループ・団体相互間の連携を深めるため連絡会

議等の設置を推進するとともに、災害時を想定した訓練や研修の実施に努めるものとす

る。 

 

  第３７節 ボランティア活動の環境整備 

第３ 計画の内容 

２ 防災ボランティア活動の環境整備 

(2) 実施計画【県（危機管理部・健康福祉部）及び市町村が実施する計画】 

平常時から地域団体、ＮＰＯ等のボランティア団体の活動支援やリーダーの育成

を図るとともに、ボランティアの自主性を尊重しつつ、ボランティア団体と協力し

て、発災時のボランティアとの連携について検討するものとする。 

 

（新規） 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

３ ボランティア団体間の連携 

(2) 実施計画 

県（危機管理部・健康福祉部）及び市町村は、国内の主要な災害ボランティア団体や

ボランティア関係団体、中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等の活動支援やこれ

らの異なる組織の活動調整を行う組織）と連携し、ボランティアグループ・団体相互間

の連携を深めるため連絡会議等の設置を推進するとともに、災害時を想定した訓練や研

修の実施に努めるものとする。 

 

  

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第１節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１節 災害直前活動 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

４ その他の情報 

(1)大雨警報・洪水警報の危険度分布等 

警報の危険度分布等の概要 

種  類 概  要 

大雨警報（土砂災害）

の危険度分布 

（土砂災害警戒判定

メッシュ情報） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりを、地図上で１km

四方の領域（メッシュ）ごとに5段階に色分けして示す情報。

常時10分毎に更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害

警戒情報等が発表されたときには、大雨警報（土砂災害）の危

険度分布により、どこで危険度が高まっているかを把握するこ

とができる。 

(2)早期注意情報（警報級の可能性） 

警報級の現象の可能性にかけて、今日から明日にかけては時間を区切って、明後日

から５日先にかけては日単位で、長野県北部・中部・南部など、地域ごとに細分した

単位に発表される。可能性が高いことを表す[高]、可能性が高くはないが一定程度認

められることを表す[中]の２段階の確度がある。 

 

警報等伝達系統図 

１ 注意報・警報および情報 

(2)通信途絶時の代替経路 

機  関  名 長野県防災行政無線 

長野県（危機管理部） 
電 話 8-231-5208～5210 

ＦＡＸ 8-231-8739 

ＮＨＫ長野放送局  
電 話 8-231-8840 

ＦＡＸ 8-231-8841 

北陸地方整備局（千曲川河川事務所） 
電 話 8-231-8-299-8-84-741-284 

ＦＡＸ 8-231-8-299-8-84-741-359  

 

 

 

  第１節 災害直前活動 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

４ その他の情報 

(1)大雨警報・洪水警報の危険度分布等 

警報の危険度分布等の概要 

種  類 概  要 

土砂災害警戒判定メ

ッシュ情報 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図

上で5km四方の領域ごとに5段階に色分けして示す情報。2

時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常

時10分毎に更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災

害警戒情報等が発表されたときに、どこで危険度が高まる

かを面的に確認することができる。 

(2)警報級の可能性 

警報級の現象の可能性にかけて、今日から明日にかけては時間を区切って、明後日か

ら５日先にかけては日単位で、長野県北部・中部・南部など、地域ごとに細分した単位

に発表される。可能性が高いことを表す[高]、可能性が高くはないが一定程度認められ

ることを表す[中]の２段階の確度がある。 

 

警報等伝達系統図 

１ 注意報・警報および情報 

(2)通信途絶時の代替経路 

機  関  名 長野県防災行政無線 

長野県（危機管理部） 
電 話 8-231-5208～5210 

ＦＡＸ 8-231-8739 

ＮＨＫ長野放送局  
電 話 8-231-8840 

ＦＡＸ 8-231-8841 

北陸地方整備局（千曲川河川事務所） 
電 話 8-231-8-299-8-84-741-284 

ＦＡＸ 8-231-8-299-8-84-741-319  

 

 

 

 

  

 

 

 

高解像度化の実施 

 

 

 

 

 

 

 

名称の変更による 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電話番号の変更 

 

 

 

 



様式【風】第３章第２節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２節 災害情報の収集・連絡活動 

別記 災害情報収集連絡系統 

 

(11) 医療施設関係被害状況報告     様式12号 

 

 

 

 

 

 

 

 

(14) 教育関係被害状況報告 

ウ 私立施設 

  第２節 災害情報の収集・連絡活動 

別記 災害情報収集連絡系統別記 災害情報収集連絡系統 

 

(11) 医療施設関係被害状況報告     様式12号 

 

 

 

 

 

 

 

 

(14) 教育関係被害状況報告 

ウ 私立施設 

  

重複の削除 

 

 

 

医療提供施設である薬

局について、被害状況

を収集する必要がある

ことから、所管課であ

る県薬事管理課及び保

健福祉事務所食品・生

活衛生課を追記する。 

  

 

 

 

 

組織改編による 

 

 

 

 

 

 

 

地 域 振 興 局 

総 務 管 理 課 

県医療推進課 保 健 福 祉 事 務 所 

総 務 課 

施設管理者 

厚 生 労 働 省 

県危機管理防災課 

(災害対策本部室) 

県健康福祉政策課 

 

県医療推進課 

県薬事管理課 

 

保 健 福 祉 事 務 所 

総 務 課 

食品・生活衛生課 

施設管理者 

地 域 振 興 局 

総 務 管 理 課 

厚 生 労 働 省 

県危機管理防災課 

(災害対策本部室) 

県健康福祉政策課 

 

地 域 振 興 局 

総 務 管 理 課 

県 私 学 振 興 課 県文化政策課 

市 町 村 

文 部 科 学 省 

施 設 管 理 者 

県 危 機 管 理 

防 災 課 

(災害対策本部室) 

地 域 振 興 局 

総 務 管 理 課 

県 私 学 ・ 高 等 教 育 課 県教育政策課 

市 町 村 

文 部 科 学 省 

施 設 管 理 者 

県 危 機 管 理 

防 災 課 

(災害対策本部室) 



様式【風】第３章第３節 

 

 新   旧  修正理

由・備考 

 第３節 非常参集職員の活動 

第３ 活動の内容 

１【県が実施する対策】（全部局） 

(1) 責務 

県の地域に災害が発生し、又は発生しようとしているときは、法令又は本計画の定めるとこ

ろにより、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、その他関係防災機関の協力

を得て、その所掌に係る災害応急対策を速やかに実施するとともに、区域内の市町村及び指定

地方公共機関が処理する災害応急対策の実施を助け、かつその総合調整を行う。 

 

(2) 災害対策本部等の危機管理初動体制 

ア災害応急対策に対処するため、状況に応じ以下の活動体制とする。 

 

 

 

活動体制 

(職員参

集) 

役割 本部員等 
設置及び参集基準 

(いずれかを満たした場合)◎は自動参集 

担 当 部
局・課対
応(第一次
参 集 ) 

主に災害発生前に
情報収集・伝達を行
う 

― ○県内震度３の地震発生時 
◎大雨若しくは洪水注意報又は大雨、洪水、暴風、暴風
雪若しくは大雪警報発表時 

◎林野火災における空中消火実施時 
○県内の市町村で住民に対し警戒レベル３避難準備・高
齢者等避難開始発令時 

（危機管理部は班体制） 
○災害が発生するおそれのある時で危機管理部長が必要
と認めた場合 

 
 
 
 

警戒連絡
会議(第二
次参集 ) 

避難者や軽微な被
害の発生が想定さ
れる中、情報収集・
共有を行う。 

危機管理部長、当
該災害を主に対応
する課の課長及び
部局防災担当者を
もって構成 

◎県内震度４又は５弱の地震発生時 
◎噴火警戒レベル２(火口周辺規制)発表時<レベル未導
入の火山は火口周辺警報（火口周辺危険）発表時> 

◎柏崎刈羽原発、浜岡原発で「警戒事態※」が発生した
場合（危機管理部は全員） 

○県内で警戒レベル４避難勧告又は避難指示（緊急）発
令時で危機管理部長が必要と認めた場合 

○林野火災における空中消火実施時で危機管理部長が必
要と認めた場合 

○住家被害が想定される災害が発生した場合等で危機管
理部長が各部の連携が必要と認めた場合 

 
 
 

  第３節 非常参集職員の活動 

第３ 活動の内容 

１【県が実施する対策】（全部局） 

(1) 責務 

県の地域に災害が発生し、又は発生しようとしているときは、法令又は県地域防災計画の定

めるところにより、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、その他関係防災機

関の協力を得て、その所掌に係る災害応急対策を速やかに実施するとともに、区域内の市町村

及び指定地方公共機関が処理する災害応急対策の実施を助け、かつその総合調整を行う。 

 

(2) 活動体制 

災害応急対策に対処するため、状況に応じ以下の活動体制をとる。 

各体制の人員については、別表「活動人員一覧」（資料編参照）による。 

なお関係各課長は、あらかじめ各体制において活動する人員を決めておくものとする。 

（活動開始基準の◎は事象発生と同時に活動を開始する基準） 

活動体制 活動内容 活動期間 活動開始基準 

警戒一次
体 制 

〇災害発生前の体制で、情報
収集・伝達を行う。（警戒
二次体制以降に継続する
ための事前対策） 

〇危機管理部長が必要と認
めた場合、増員を行う。 

右の基準に該当した時
から、注意報等が解除
された時、又は危機管
理部長が配備の必要が
ないと認めた時及び他
の体制に移行したま
で。 

◎県下に震度３の地震が発生した時 
◎県下に震度３未満の東南海・南海地震が発
生した時（単独で発生した時も同様 

◎大雨・洪水注意報、暴風雪・大雪警報、暴
風・大雨・洪水警報発表時 

◎火口周辺警報(噴火警戒レベル２、火口周
辺規制)発表時 <レベル未導入の火山に
おいては火口周辺警報（火口周辺危険）発
表時> 

○県内の市町村で住民に対し避難準備・高齢
者等避難開始が発表された場合（危機管理
部は班体制） 

○災害が発生するおそれのある時で危機管
理部長が必要と認めた時 

警戒二次
体 制 

〇災害発生前の体制で、各部
局連絡網の確認、情報収集
等を行う。 

〇災害関係課等の職員で情
報収集活動が円滑に行い
うる体制とする。 

右の基準に該当した時
から、危機管理部長が
配備の必要がないと認
めた時又は他の体制に
移行した時まで。 

◎県下に震度４の地震が発生した時 
◎火口周辺警報(噴火警戒レベル３、入山規
制)発表時 <レベル未導入の火山において
は火口周辺警報（入山危険）発表時> 

○県内の市町村で住民に対し避難勧告又は
避難指示（緊急）が発令された場合 

○以下のいずれかの状況下で危機管理部長
が必要と認めた時 

 ・暴風・大雨・洪水警報発表時 
 ・土砂災害警戒情報・記録的短時間大雨情

報発表時 
 ・災害が発生した時 
 ・重大な災害が発生するおそれのある時 
 ・その他必要と認めた時 

  

 

 

 

危機管理 

初動体制 

の見直し 

による 
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警戒 ･対
策 本 部 
(第三次(非
常)参集) 

災害が発生し、又は
災害が発生するお
それがある場合に、
災害予防及び災害
応急対策を行う。必
要に応じて災害対
策本部への移行準
備を行う。 

本部長 ：危機管
理監(対応出来な
い場合は副知事の
内、予め定めた者) 
本部員 ：別紙の
部局長又は予め
定めた者 

◎県内震度５強の地震発生時 
◎南海トラフ地震臨時情報(調査中)又は(巨大地震注意)
発表時 

◎噴火警戒レベル３(入山規制)発表時 <レベル未導入の
火山は火口周辺警報（入山危険）発表時> 

◎噴火速報発表時 
◎柏崎刈羽原発、浜岡原発で「施設敷地緊急事態※」が
発生した場合 

○今後、特別警報の発表並びに住家被害及び死者が想定
される大規模な災害の発生が予想される場合等で、全
部局での対応が必要と知事、副知事又は危機管理監が
認めた場合 

 
 
 
 
 

災害対策
本 部 
(第四次(緊
急)参集又
は全員参
集 ) 

災害が発生し、又は
災害が発生するお
それがある場合に、
災害対策に特化し
た組織を編成し、情
報収集、災害対策方
針の作成、方針に沿
った災害予防及び
災害応急対策を行
う。 

本部長 ：知事(対
応出来ない場合は
①危機管理部を所
管する副知事、②
その他の副知事③
危機管理監) 
副本部長：副知事 
本部員  ：危機管理
監、全部局長、公
営企業管理者、教
育長、県警本部長 

【第四次(緊急)参集】 
◎県内震度６弱の地震発生時 
◎南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)発表時 
◎噴火警戒レベル４(避難準備)発表時 
◎柏崎刈羽原発、浜岡原発で「全面緊急事態※」が発生
した場合 

◎特別警報（大雨、暴風、暴風雪、大雪）の発表時 
◎県内で警戒レベル５災害発生情報発令時 
○複数の住家被害及び死者が想定される大規模な災害が
発生した場合等で、全部局での対応が必要と知事が認
めた場合 

【全員参集】 
 
◎県内震度６強又は７の地震発生時 
◎噴火警戒レベル５(避難）発表時<レベル未導入の火山
は噴火警報（居住地域厳重警戒）発表時> 

○県内において、原子力緊急事態に伴う屋内退避又は避
難が必要となった場合 

○複数地域振興局管内で、複数の住家被害及び死者が想
定される大規模な災害が発生した場合等で、全庁的な
対応が必要と知事が認めた場合 

 

イ 各体制の職員参集について、地域振興局及び各部局が、あらかじめ活動する人員を定めてお

くものとする。別表「活動人員一覧」（資料編参照） 

ウ 職員参集は状況変化に応じて、各部の判断で拡大、縮小する。 

 

(3) 職員の参集 

ア 参集方法 

(ア)  指示によらない参集 

職員は、災害関連情報に十分注意し、災害時はテレビ、ラジオ、インターネット等よ

り情報を入手し、前記(2)の「◎事象発生と同時に活動を開始する基準」に該当する災害

事象が発生した場合は、当該職員は連絡を待たず、直ちに参集するものとする。 

(イ)  その他の場合 

前期(2)の「事象発生と同時に活動を開始する基準」以外に該当する災害事象が発生し、

非常体制 〇災害発生直前又は発生後
の体制で、警戒二次体制を
強化し、情報収集を行い、
応急体制の準備を整える。 

〇事態の推移に伴い速やか
に災害対策本部を設置し、
情報、水防、輸送、医療、
救護等の応急対策活動が
円滑に行いうる体制とす
る。 

右の基準に該当した時
から、知事が配備の必
要がない認めた時又は
他の体制に移行した時
まで。 

◎県下に震度５弱及び５強の地震が発生し
た時 

◎大雨、暴風、暴風雪、大雪特別警報発表時 
○長野地方気象台より大雨、暴風、暴風雪、
大雪特別警報の発表に関する情報の事前
提供があった時 

◎噴火警報(噴火警戒レベル４、避難準備) 
◎南海トラフ地震に関連する情報（臨時）が
発表された場合 

○以下のいずれかの状況下で知事が必要と
認めた時 

 ・暴風・大雨・洪水警報発表時 
 ・土砂災害警戒情報・記録的短時間大雨情

報発表時 
 ・災害が発生した時 
 ・激甚な災害が発生するおそれのある時 
 ・南海トラフ巨大地震発生時 

緊急体制 ○災害発生後の体制で、非常
体制を強化し、広域的又は
大規模災害に対処する体
制をとる。 

右の基準に該当した時
から、知が配備の必要
がないと認めた時又は
他の体制に移行した時
まで 

◎県下に震度６弱の地震が発生した時 
◎噴火警報(噴火警戒レベル５、避難)発表時 
<レベル未導入の火山においては噴火警報
（居住地域厳重警戒）発表時> 

○大規模な災害が発生した場合、県下全域に
わたり大規模な災害が発生するおそれが
ある場合等で知事が必要と認めた時 

 
 
 
 

全体体制 ○県の組織及び機能のすべ
てをあげて対処する体制
とし、その所要人員は各所
属職員全員とする。 

○災害の推移により、必要な
人員による体制を構築す
る｡ 

右の基準に該当した時
から、知事が配備の必
要がないと認めた時又
は他の体制移行した時
まで。 

◎県下に震度６強及び７の地震が発生した
時 

◎東海地震が発生した場合 
◎東海地震注意情報が発表された場合 
◎東海地震予知情報が発表された場合 
○県下全域にわたり大規模な災害が発生し
た場合で、知事が必要と認めた時 

 
 
 

○ 東南海・南海地震については、過去の発生の事例から、両地震が同時に発生する場合の

ほか、数時間から数日の時間差をおいて連続発生することが考えられるため、本県で観測

された震度が３未満の場合でも「警戒一次体制」をとることとし、国等への情報収集の結

果、必要があると認められるときは、非常体制以降の体制とする。 

 

   (3) 職員の参集 

ア 参集方法 

(ア)  指示によらない参集 

職員は、日頃からテレビ、ラジオ等の災害関連情報に十分注意し、災害時はテレビ、

ラジオ、インターネット等より情報を入手し、前記(2)の「◎事象発生と同時に活動を開

始する基準」に該当する災害事象が発生した場合は、当該職員は連絡を待たず、直ちに

参集するものとする。 

(イ)  その他の場合 
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活動体制をとる場合は、危機管理部から部局第一連絡者及び災害対策本部室要員へ参集

の伝達を行う。 

  なお関係課長は、あらかじめ活動する人員への連絡方法を定めておくものとする。 

 

イ 自主参集 

道路・鉄道の寸断等により、登庁ができない場合は、最寄りの現地機関又は市役所・

町村役場に参集し、本来の所属機関に現在の所在地等の連絡をした上で、指示を受ける

ものとする。 

なお職員は、自らの参集場所についてあらかじめ想定し、設定しておく。 

 

ウ 伝達系統（指示によらない参集以外の場合） 

配備決定に基づく危機管理部からの関係職員への配備指令の伝達は、原則として次の

方法によるものとする。 

 

(ア) 勤務時間内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期(2)の「事象発生と同時に活動を開始する基準」以外に該当する災害事象が発生し、

活動体制をとる場合は、危機管理部から関係職員へ参集の伝達を行う。 

  なお関係課長は、あらかじめ活動する人員への連絡方法を定めておくものとする。 

 

イ 自主参集 

道路・鉄道の寸断等により、登庁ができない場合は、最寄りの現地機関又は市役所・

町村役場に参集し、本来の所属機関に現在の所在地等の連絡をした上で、指示を受ける

ものとする。 

なお職員は、自らの参集場所についてあらかじめ想定し、設定しておく。 

 

ウ 伝達系統（指示によらない参集以外の場合） 

配備決定に基づく危機管理部からの関係職員への配備指令の伝達は、原則として次の

方法によるものとする。 

 

(ア) 勤務時間内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知 事 

危 機 管 理 部 長

危機管理部 

東 京 事 務 所

各 現 地 機 関

消 防 庁

各部局主管課 

第 1 連絡者 

災害情報 
災害関連情報 

FAX 等 

報告 指示 

報告 指示 

連絡 

一斉ＦＡＸ等 連絡 

ＦＡＸ 端末未設置機関に連絡

広 報 県 民 課

報告 

連絡 

連絡 

庁内放送 

関 係 課 

知 事

危 機 管 理 部 長

危機管理部 

東 京 事 務 所

各 現 地 機 関 

消 防 庁

各 部 局 主 管 課災害情報 
災害関連情報 

FAX 等

報告 指示 

報告 指示 

連絡 

一斉ＦＡＸ等 連絡

ＦＡＸ 端末未設置機関に連絡

広 報 県 民 課

報告 

連絡 

連絡 

庁内放送 

関 係 課 
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(イ) 勤務時間外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 庁舎の使用（総務部） 

職員の非常参集後の迅速な応急活動に備えるため、総務部財産活用課は危機管理部、

警察本部と連携し庁舎の必要関係箇所を直ちに使用できるよう必要な措置をとる。 

 

(4) 災害対策本部の活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 本部の組織 

県本部の組織等は、長野県災害対策本部条例及び同規程に定めるところによる。（本節

末参考「長野県災害対策本部組織編成図」「長野県災害対策本部組織及び事務分掌」及び

資料編参照） 

 

イ 国への報告 

(イ) 勤務時間外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 庁舎の使用（総務部） 

職員の非常参集後の迅速な応急活動に備えるため、総務部財産活用課は危機管理部、

警察本部と連携し庁舎の必要関係箇所を直ちに使用できるよう必要な措置をとる。 

 

(4) 災害対策本部の設置 

ア 設置基準 

知事は、前記(2)活動体制のいずれかの体制をとるべき状況のときで必要があると認め

るとき及び下記の場合は、県災害対策本部（以下「県本部」という。）を設置する。 

・県内で震度６弱以上の地震発生時（自動設置） 

・東海地震の発生時（自動設置） 

・南海トラフ巨大地震発生時（知事が必要と認めたとき） 

・長野県への特別警報発表時（自動設置） 

・災害救助法の適用時（自動設置） 

・自衛隊への災害派遣要請時（知事が必要と認めたとき） 

 

イ 体制の種別 

知事は、県本部を設置したときは、前記(2)活動体制のいずれかの体制をとる。 

 

ウ 本部の組織 

県本部の組織等は、長野県災害対策本部条例及び同規程に定めるところによる。（本節

末参考「長野県災害対策本部組織編成図」「長野県災害対策本部組織及び事務分掌」及び

資料編参照） 

 

エ 国への報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知  事 

危機管理部長 

 

危機管理部 

( 宿日直者 )

東京事務所 各現地機関 

消 防 庁 

 各部局 
 第一連絡者 

災害情報 
災害関連情報 

FAX 等 

報告 指示 

報告 指示 

連絡 

報告 

一斉 FAX（必要により電話） 

FAX 端末未設置機関に連絡

一般電話 
携帯電話 

庁舎衛視 

関 係 課 

知  事 

危機管理部長 

 

危機管理部 

( 宿日直者 )

東京事務所 各現地機関 

消 防 庁 

 各部局

 第一連絡者
災害情報 

災害関連情報

FAX 等 

報告 指示 

報告 指示 

連絡 

報告 

一斉 FAX（必要により電話） 

FAX 端末未設置機関に連絡 

一般電話
携帯電話

庁舎衛視 

関 係 課 



様式【風】第３章第３節 

県本部を設置した場合は、その旨消防庁に報告する。 

 

ウ 本部の移転 

  県庁舎が被災して防災中枢機能を維持できない場合は、県合同庁舎等の代替施設に県

本部を移転する。 

 

エ 活動要領 

(ア) 災害対策本部室の活動要領 

ａ 災害対策本部は、原則として西庁舎防災センターの災害対策本部室に設置する。 

ｂ 長野県災害対策本部（以下「本部」という。）の初動期における組織及び運営に関して

は、「長野県災害対策本部規程」に定めるものとし、災害対応のフェーズの変化に応じて

被災者生活再建支援に関する組織を設置する等柔軟に対応する。 

ｃ 災害対策本部室の要員は、あらかじめ危機管理監が指名した職員等で構成する。 

ｄ 災害対策本部室には、あらかじめ指名された職員、物資輸送関係機関（(公社)長野

県トラック協会、赤帽長野県軽自動車運送協同組合、長野県倉庫協会、(一社)長野県

ＬＰガス協会、長野県石油商業組合等）の代表者等により構成する。 

ｅ 災害対策本部室「活動調整担当」は「ヘリコプター運航調整会議」を開催し、各機

関のヘリコプター運航に関する調整を行う。「ヘリコプター運航調整会議」は、「活動

調整」、「広域応援・救助」各担当の職員、航空センター職員、自衛隊、警察等各機関

の代表者等により構成する。 

ｆ 上記のほか、災害対策本部室の中に、被災地支援に取り組むＮＰＯ・ＮＧＯ等との

連携・調整体制の構築を図るため「ＮＰＯ・ＮＧＯ代表等」を置く。 

ｇ 「ＮＰＯ・ＮＧＯ代表等」は、広域的災害ボランティア支援団体のネットワークの

代表者及び同様の活動を行う団体の代表者等により構成する。 

 

 (イ) 各部班の活動要領 

ａ 各部長は、情報の収集及び伝達の体制を強化するとともに関係機関からの情報を本

部連絡員を通じ本部室長に報告するものとする。 

ｂ 本部室長は、各部からの情報を取りまとめ、随時本部長に報告するものとする。 

ｃ 本部室長は、災害の状況、当該災害についての県の対策及び被災者に対する要望事

項等を必要のつど報道機関の協力を得て周知するものとする。 

ｄ 各部長は、所属の各班長を指揮し、所掌事務を遂行する。 

ｅ 本部長は、必要に応じ、本部員会議を招集するものとする。 

ｆ 各部長は、所属の職員のうちから連絡調整員を指名し、基本的に本部室に常駐させ

るものとする。 

 (ウ) 本部員会議 

ａ 本部員会議は、本部長が招集し、本部長が指定する場所で開催するものとする。 

ｂ 本部員は、所掌事項に関する必要な資料を本部員会議に提出するものとする。 

県本部を設置した場合は、その旨消防庁に報告する。 

 

オ 本部の移転 

  県庁舎が被災して防災中枢機能を維持できない場合は、県合同庁舎等の代替施設に県

本部を移転する。 

 

カ 活動要領 

(ア) 災害対策本部室の活動要領 

ａ 災害対策本部は、原則として西庁舎防災センターの災害対策本部室に設置する。 

ｂ 災害対策本部室に「総括調整」、「活動調整」、「情報収集・分析」、「物資調整」、「広

域応援・救助」、「情報発信」、「庶務」の各担当を置く。 

 

ｃ 災害対策本部室の各担当は、あらかじめ指名された職員等から構成する。 

ｄ 災害対策本部室「物資調整担当」は、あらかじめ指名された職員、物資輸送関係機

関（(公社)長野県トラック協会、赤帽長野県軽自動車運送協同組合、長野県倉庫協会、

(一社)長野県ＬＰガス協会、長野県石油商業組合等）の代表者等により構成する。 

ｅ 災害対策本部室「活動調整担当」は「ヘリコプター運航調整会議」を開催し、各機

関のヘリコプター運航に関する調整を行う。「ヘリコプター運航調整会議」は、「活動

調整」、「広域応援・救助」各担当の職員、航空センター職員、自衛隊、警察等各機関

の代表者等により構成する。 

ｆ 上記のほか、災害対策本部室の中に、被災地支援に取り組むＮＰＯ・ＮＧＯ等との

連携・調整体制の構築を図るため「ＮＰＯ・ＮＧＯ代表等」を置く。 

ｇ 「ＮＰＯ・ＮＧＯ代表等」は、広域的災害ボランティア支援団体のネットワークの

代表者及び同様の活動を行う団体の代表者等により構成する。 

 

 (イ) 各部班の活動要領 

ａ 各部長は、情報の収集及び伝達の体制を強化するとともに関係機関からの情報を本

部連絡員を通じ本部室長に報告するものとする。 

ｂ 本部室長は、各部からの情報を取りまとめ、随時本部長に報告するものとする。 

ｃ 本部室長は、災害の状況、当該災害についての県の対策及び被災者に対する要望事

項等を必要のつど報道機関の協力を得て周知するものとする。 

ｄ 各部長は、所属の各班長を指揮し、所掌事務を遂行する。 

ｅ 本部長は、必要に応じ、本部員会議を招集するものとする。 

ｆ 各部長は、所属の職員のうちから連絡調整員を指名し、基本的に本部室に常駐させ

るものとする。 

 (ウ) 本部員会議 

ａ 本部員会議は、本部長が招集し、本部長が指定する場所で開催するものとする。 

ｂ 本部員は、所掌事項に関する必要な資料を本部員会議に提出するものとする。 
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ｃ 本部員は、本部員会議の招集の必要を認めるときは、本部室長に申し出るものとす

る。 

ｄ 本部員会議には、国、市町村、指定地方行政機関、陸上自衛隊第13普通科連隊、指

定公共機関、指定地方公共機関、公共的団体及び防災上重要な施設の管理者等の出席

も可能とする。 

        

オ 災害拠点施設の機能確保 

災害拠点施設である県庁及び合同庁舎が被災した場合に、応急的に機能を確保するた

め、(一社)長野県電設業協会、（一財）中部電気保安協会、(一社)長野県空調衛生設備業

協会との協定を活用し、機能確保を図るものとする。 

  

カ 国の非常本部等の現地対策本部との連携 

非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部が本県内に設置された場合は、その

現地対策本部長と密接な連携を図り、適切な応急対策を実施する。 

 

キ 本部の廃止 

本部長は、県内の地域において、災害が拡大するおそれがなくなった場合で、次に掲

げる状況から災害応急対策がおおむね完了したと判断できるときは、本部を廃止するも

のとする。 

(ア) 災害救助法による応急救助が完了したとき 

(イ) 避難所の廃止、仮設住宅の整備の完了等当面の日常生活の場が確保されたとき 

(ウ) 災害援護資金等、各種の公的資金制度等による被災者支援が講じられたとき 

(エ) 被害数値がおおむね確定したとき 

(オ) その他災害応急対策から災害復旧対策に移行と判断できるとき 

 

ク 長野県水防本部との関係 

長野県水防本部は、県本部が設置されたときは、同本部の水防班としてその事務を処

理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 本部員は、本部員会議の招集の必要を認めるときは、本部室長に申し出るものとす

る。 

ｄ 本部員会議には、市町村、指定地方行政機関、陸上自衛隊第13普通科連隊、指定公

共機関、指定地方公共機関、公共的団体及び防災上重要な施設の管理者等の出席も可

能とする。 

        

キ 災害拠点施設の機能確保 

災害拠点施設である県庁及び合同庁舎が被災した場合に、応急的に機能を確保するた

め、(一社)長野県電設業協会、（一財）中部電気保安協会、(一社)長野県空調衛生設備業

協会との協定を活用し、機能確保を図るものとする。 

  

ク 国の非常本部等の現地対策本部との連携 

非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部が本県内に設置された場合は、その

現地対策本部長と密接な連携を図り、適切な応急対策を実施する。 

 

ケ 本部の廃止 

本部長は、県内の地域において、災害が拡大するおそれがなくなった場合で、次に掲

げる状況から災害応急対策がおおむね完了したと判断できるときは、本部を廃止するも

のとする。 

(ア) 災害救助法による応急救助が完了したとき 

(イ) 公的避難所の廃止、仮設住宅の整備の完了等当面の日常生活の場が確保されたとき 

(ウ) 災害援護資金等、各種の公的資金制度等による被災者支援が講じられたとき 

(エ) 被害数値がおおむね確定したとき 

(オ) その他災害応急対策から災害復旧対策に移行と判断できるとき 

 

コ 長野県水防本部との関係 

長野県水防本部は、県本部が設置されたときは、同本部の水防班としてその事務を処

理する。 
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【参考】        長野県災害対策本部組織編成図 

 

 

【参考】       長野県災害対策本部組織編成図 

知事 )(副知事 )(危機管理監 )(室長、部長 ) 
公営企業管理者 
教育長 
警察本部長 
危機管理部長 
企画振興部長 
総務部長 
県民文化部長 
健康福祉部長 
環境部長 
産業労働部長 
観光部長 
農政部長 
林務部長 
建設部長 
会計管理者 
東京事務所長 

 

           (室付、部付) 
ﾘﾆｱ推進担当部長 
先端技術担当部長 
こども若者担当部長 
雇用就業支援担当部長 
信州ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦略担当部長 
企業局長 
教育次長 
警務部長 
生活安全部長 
地域部長 
刑事部長 
交通部長 
警備部長 

 

 

 

 

 

本部室 （総括調整担当、活動調整担当、応援受援本部、情報収集担当、広域応援・

救助担当、情報発信担当、庶務担当） 

中央連絡部 （中央連絡班） 

 

企画振興部 （総合政策班、情報政策班、先端技術活用推進班、広報県民班、交通政策班、

市町村班、地域振興班） 

 

【参考】        長野県災害対策本部組織編成図 

 

 

【参考】       長野県災害対策本部組織編成図 

知事 )(副知事 )(危機管理監 )(室長、部長 ) 
公営企業管理者 
教育長 
警察本部長 
危機管理部長 
企画振興部長 
総務部長 
県民文化部長 
健康福祉部長 
環境部長 
産業労働部長 
観光部長 
農政部長 
林務部長 
建設部長 
会計管理者 
東京事務所長 

 

           (室付、部付) 
ﾘﾆｱ推進担当部長 
ICT推進担当部長 
こども若者担当部長 
雇用就業支援担当部長 
信州ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦略担当部長 
企業局長 
教育次長 
警務部長 
生活安全部長 
地域部長 
刑事部長 
交通部長 
警備部長 

 

 

 

 

 

本部室 （総括調整担当、活動調整担当、物資調整担当、情報収集・分析担当、広域

応援・救助担当、情報発信担当、庶務担当） 

中央連絡部 （中央連絡班） 

 

企画振興部 （総合政策班、情報政策班、広報県民班、交通政策班、市町村班、地域振興

班） 
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長野県災害対策本部組織及び事務分掌 
企画振興部 
部長 
企画振興部長 
部付 

先端技術担当 

部長 

○連絡調整員 ① 部内の情報収集及び対策本部室との調整に関すること。 

② 対策本部室からの指示事項の伝達、調整に関すること。 

総合政策班 
(総合政策課長) 

① 部内の災害情報収集及び被害状況の報告に関すること。 

② 部内の連絡調整に関すること。 

情報政策班 
(情報政策課長) 

① 行政情報ネットワークに関すること。 

② 総合行政情報ネットワーク（LGWAN）に関すること。 

③ 部内等の応援に関すること。 

先端技術活用推進班 
(先端技術活用推進課長) 

① 部内等の応援に関すること。 

広報県民班 
(広報県民課長) 

① 部内等の応援に関すること。 

交通政策班 
(交通政策課長) 

① 松本空港利用者の安全対策に関すること。 

② 松本空港の応急対策に関すること。 

③ 交通機関に係る災害情報の収集に関すること。 

市町村班 
(市町村課長) 

① 被災市町村の行政及び財政の連絡調整に関すること。 

② 被災市町村に対する財政支援措置対応に関すること。 

地域振興班 
(地域振興課長) 

① 部内等の応援に関すること。 

 
総務部 
部長 
総務部長 
 

○連絡調整員 ① 部内の情報収集及び対策本部室との調整に関すること。 

② 対策本部室からの指示事項の伝達、調整に関すること。 

秘書班 
(秘書課長) 

① 幹部職員との連絡調整に関すること。 

人事班 
(人事課長) 

① 派遣職員の選定等の調整に関すること。 

② 部内の連絡調整に関すること。 

コンプライアンス・行政経
営班 
(コンプライアンス・行政経
営課長) 

① 部内等の応援に関すること。 

職員班 
(職員課長) 

① 空き職員宿舎の被災者への提供に係る調整等に関すること。 

② 職員の惨事ストレス対策に関すること。 

③ 部内等の応援に関すること。 

財政班 
(財政課長) 

① 災害経費の予算措置に関すること。 

財産活用班 
(財産活用課長) 

① 県庁舎の応急対策等に関すること。 

② 有線電話に関すること。 

③ 会議室の使用停止（災害対応への優先使用）に関すること 
 

④ 本部活動に必要な資機材及び車両等の確保に関すること。 

税務班 
(税務課長) 

① 県税に係る期限延長、執行猶予、減免等に関すること。 

② 本県への災害支援に係るふるさと納税の募集に関すること。 

③ 部内等の応援に関すること。 

情報公開･法務班 
(情報公開･法務課長) 

① 部内等の応援に関すること。 

総務事務班 
(総務事務課長) 

① 部内等の応援に関すること。 
 

職員キャリア開発班 
（職員キャリア開発センタ
ー所長） 

① 部内等の応援に関すること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県災害対策本部組織及び事務分掌 
企画振興部 
部長 
企画振興部長 
部付 

情報化推進担当 

部長 

○連絡調整員 ① 部内の情報収集及び対策本部室との調整に関すること。 

② 対策本部室からの指示事項の伝達、調整に関すること。 

総合政策班 
(総合政策課長) 

① 部内の災害情報収集及び被害状況の報告に関すること。 

② 部内の連絡調整に関すること。 

情報政策班 
(情報政策課長) 

① 行政情報ネットワークに関すること。 

② 総合行政情報ネットワーク（LGWAN）に関すること。 

③ 部内等の応援に関すること。 

広報県民班 
(広報県民課長) 

① 部内等の応援に関すること。 

交通政策班 
(交通政策課長) 

① 松本空港利用者の安全対策に関すること。 

② 松本空港の応急対策に関すること。 

③ 交通機関に係る災害情報の収集に関すること。 

市町村班 
(市町村課長) 

① 被災市町村の行政及び財政の連絡調整に関すること。 

② 被災市町村に対する財政支援措置対応に関すること。 

地域振興班 
(地域振興課長) 

① 部内等の応援に関すること。 

 

 
総務部 
部長 
総務部長 
部付 

県立大学設立 

担当部長 

○連絡調整員 ① 部内の情報収集及び対策本部室との調整に関すること。 

② 対策本部室からの指示事項の伝達、調整に関すること。 

秘書班 
(秘書課長) 

① 幹部職員との連絡調整に関すること。 

人事班 
(人事課長) 

① 派遣職員の選定等の調整に関すること。 

② 部内の連絡調整に関すること。 

コンプライアンス・行政経
営班 
(コンプライアンス・行政経
営課長) 

① 部内等の応援に関すること。 

職員班 
(職員課長) 

① 本部職員の活動支援に関すること。 

② 職員住宅の応急対策等に関すること。 

③ 部内等の応援に関すること。 

④ 職員の惨事ストレス対策に関すること。 

⑤ 本部長の命ずる応急対策に関する 
と。 

財政班 
(財政課長) 

① 災害経費の予算措置に関すること。 

財産活用班 
(財産活用課長) 

① 県庁舎の応急対策等に関すること。 

② 有線電話に関すること。 

③ 会議室の使用停止（災害対応への優先使用）に関すること 
 

④ 本部活動に必要な資機材及び車両等の確保に関すること。 

税務班 
(税務課長) 

① 県税に係る期限延長、執行猶予、減免等の特例措置の実施に関
すること。 

② 被災者の県税の減免・徴収猶予に関すること。 

③ 部内等の応援に関すること。 

情報公開･法務班 
(情報公開･法務課長) 

① 部内等の応援に関すること。 

総務事務班 
(総務事務課長) 

① 部内等の応援に関すること。 
 

職員キャリア開発班 
（職員キャリア開発センタ
ー所長） 

① 部内等の応援に関すること。 
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健康福祉部 
 
部長 
健康福祉部長 

地域福祉班 
(地域福祉課長) 

① 要配慮者の対応（災害時住民支え合いマップ）に関すること。 

② ボランティアの受入等に関すること。 

③ （福）長野県社会福祉 議会との調整に関すること。 

④ 所管する現地機関及び社会福祉総合センター並びに所管する
社会福祉施設(救護施設、授産施設)の応急対策に関すること。 

⑤ 災害派遣福祉チームの派遣に関すること 

 

 

 
農政部 
部長 
農政部長 

○連絡調整員 
農業政策班 
(農業政策課長) 
○連絡調整員 

① 部内の情報収集及び対策本部室との調整に関すること。 

② 対策本部室からの指示事項の伝達、調整に関すること。 

① 部内の災害情報収集及び被害状況の報告に関すること。 

② 部内の連絡調整に関すること。 

③ 公用令書による公用負担に関すること。 

④ 国の機関に対する食料供給に係る応援要請に関すること。 

⑤ 農業共同利用施設等の応急対策等に関すること。 

⑥ 食料品等供給に係る協定締結団体への要請に関すること。 

⑦ 被災した農畜産業者に対する支援対応に関すること。 

⑧ 二次災害防止のための農業協同組合、農業者等への指導又は指
示に関すること。 

⑨ 応急対策の実施又は農業協同組合、農業者等による応急対策の
実施に係る指導に関すること。 

⑩ 復旧用農業資機材、農薬、種苗等の供給確保に係る関係機関へ
の協力要請に関すること。 

⑪ 農作物及び農業用施設の被害状況の把握及び関係機関への情
報提供に関すること。 

① 部内の情報収集及び対策本部室との調整に関すること。 

② 対策本部室からの指示事項の伝達、調整に関すること。 

 
建設部 
部長 
建設部長 
部付 
ﾘﾆｱ整備推進局長 

建築住宅班 
(建築住宅課長) 

① 県営住宅入居者の避難誘導に関すること。 

② 県営住宅の被害状況調査に関すること。 

③ 被災県営住宅の応急対策に関すること。 

④ 災害公営住宅の建設に関すること。 

⑤ 被災者の県営住宅優先入居に関すること。 

⑥ 公営住宅の被災者への提供に係る調整に関すること。 

⑦ 住宅相談の実施及びそれに係る関係団体との連絡調整に関す
ること。 

⑧ 民間賃貸住宅紹介及び斡旋に係る関係団体等との連携調整に
関すること。 

⑨ 被災住宅に係る住宅復興融資に関すること。 

⑩ 被災建築物の情報収集に関すること。 

⑪ 被災建築物の応急危険度判定に関すること。（震災に限る。） 

⑫ 被災者用住宅の確保に関すること。 

⑬ 応急仮設住宅の建設に関すること。 

⑭ 応急復旧用の住宅建設資材の斡旋に係る関係団体等との連携
調整に関すること。 

⑮ 水防活動の応援に関すること。 
 

 
健康福祉部 
 
部長 
健康福祉部長 

地域福祉班 
(地域福祉課長) 

① 要配慮者の対応（災害時住民支え合いマップ）に関すること。 

② ボランティアの受入等に関すること。 

③ （福）長野県社会福祉 議会との調整に関すること。 

④ 所管する現地機関及び社会福祉総合センター並びに所管する
社会福祉施設(救護施設、授産施設)の応急対策に関すること。 

 

 

 

 
農政部 
部長 
農政部長 

○連絡調整員 
農業政策班 
(農業政策課長) 
○連絡調整員 

① 部内の情報収集及び対策本部室との調整に関すること。 

② 対策本部室からの指示事項の伝達、調整に関すること。 

① 部内の災害情報収集及び被害状況の報告に関すること。 

② 部内の連絡調整に関すること。 

③ 公用令書による公用負担に関すること。 

④ 国の機関に対する食料供給に係る応援要請に関すること。 

⑤ 農業共同利用施設等の応急対策等に関すること。 

⑥ 食料品等供給に係る協定締結団体への要請に関すること。 

⑦ 被災した農畜産業者に対する支援対応に関すること。 

⑧ 二次災害防止のための農業協同組合、農業者等への指導又は指
示に関すること。 

⑨ 応急対策の実施又は農業協同組合、農業者等による応急対策の
実施係る指導に関すること。 

⑩ 復旧用農業資機材、農薬、種苗等の供給確保に係る関係機関へ
の協力要請に関すること。 

⑪ 農作物及び農業用施設の被害状況の把握及び関係機関への情
報提供に関すること。 

① 部内の情報収集及び対策本部室との調整に関すること。 

② 対策本部室からの指示事項の伝達、調整に関すること。 

 
建設部 
部長 
建設部長 
部付 
ﾘﾆｱ整備推進局長 

建築住宅班 
(建築住宅課長) 

① 県営住宅入居者の避難誘導に関すること。 

② 県営住宅の被害状況調査に関すること。 

③ 被災県営住宅の応急対策に関すること。 

④ 災害公営住宅の建設に関すること。 

⑤ 被災者の県営住宅優先入居に関すること。 

⑥ 公営住宅の被災者への提供に係る調整に関すること。 

⑦ 住宅相談の実施及びそれに係る関係団体との連絡調整に関す
ること。 

⑧ 民間賃貸住宅紹介及び斡旋に係る関係団体等との連携調整に
関すること。 

⑨ 被災住宅に係る住宅復興融資に関すること。 

⑩ 被災建築物の情報収集に関すること。 

⑪ 被災建築物の応急危険度判定に関すること。 

⑫ 被災者用住宅の確保に関すること。 

⑬ 応急仮設住宅の建設に関すること。 

⑭ 応急復旧用の住宅建設資材の斡旋に係る関係団体等との連携
調整に関すること。 

⑮ 水防活動の応援に関すること。 
 

 

災害派遣

福祉チー

ム派遣に

関する協

定を締結

したため 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災建築

物応急危

険度判定

は震災の

み対象の

ため 

 



様式【風】第３章第４節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第４節 広域相互応援活動 

第１ 基本方針 

災害発生時において、その規模及び被害状況等から、被災市町村単独では十分な応急・

復旧活動を実施することが困難な場合、市町村相互、消防機機関相互及び公共機関等相互

においては、法令及び応援協定に基づき、協力して迅速かつ円滑な応急・復旧活動を実施

するものとする。（別記参照） 

また、県は、県内被災市町村における人的支援ニーズの把握に努め、県及び市町村によ

る応援職員の派遣等だけでは対応が困難な場合は、被災市区町村応援職員確保システムに

基づく派遣要請を被災市区町村応援職員現地調整会議等において行うものとする。 

なお、被災市町村にあっては、発災直後の概括的な被害状況等を迅速に把握し、応援要

請に遅れが生じないようにするとともに、災害が発生した場合、災害応急業務等が急激に

増加し、災害マネジメント、避難所運営、罹災証明書交付等のための要員の確保が必要に

なり、当該市町村の職員だけで対応していくことが困難な状況になることから、応援要請

に当たっては、受入れ体制に十分配慮の上、総括支援チーム、応援職員の派遣要請を行う

こと。 

また、被災地以外の市町村にあっては、被災地の被害状況等の情報収集を積極的に行う

とともに、被災状況によっては、応援要請ができない可能性があることから、相互応援協

定等により、必要に応じて先遣隊を派遣し、支援の必要性を判断することとする。 

 

 

  第４節 広域相互応援活動 

第１ 基本方針 

災害発生時において、その規模及び被害状況等から、被災地方公共団体等単独では十分

な応急・復旧活動を実施することが困難な場合、地方公共団体相互、消防機機関相互及び

公共機関等相互においては、法令及び応援協定に基づき、協力して迅速かつ円滑な応急・

復旧活動を実施するものとする。（別記参照） 

 

 

 

なお、被災地方公共団体等にあっては、発災直後の概括的な被害状況等を迅速に把握し、

応援要請に遅れが生じないようにするとともに、応援要請に当たっては、受入れ体制に不

備が生じないよう十分配慮するものとする。 

 

 

 

また、被災地以外の地方公共団体等にあっては、被災地の被害状況等の情報収集を積極的

に行うとともに、被災状況によっては、応援要請ができない可能性があることから、相互

応援協定等により、必要に応じて先遣隊を派遣し、支援の必要性を判断することとする。 

 

 

  

 

国の防災基本計画に 

合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第５節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第５節 ヘリコプターの運用計画 

（別記）ヘリコプター要請手続要領 

３ 広域航空消防応援ヘリコプター 

(1) 大規模災害または特殊災害が起きた場合に、原則として第１次的に応援出動す

る航空小隊を第一次出動航空小隊とし、長野県に災害発生した場合の第一次出動

航空小隊は以下のとおり。 

 

 

 

 

(2) 第一次出動航空小隊のほか、大規模災害または特殊災害が発生したとの情報を得た

場合に速やかに応援出動の準備を行う航空小隊を出動準備航空小隊とし、長野県に発

生した場合の出動準備航空小隊は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京消防庁 埼玉県 山梨県 横浜市 新潟県 

富山県 岐阜県 静岡市 浜松市 名古屋市 

栃木県 茨城県 千葉市 川崎市 石川県 福井県 

 

静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 京都市 大阪市 

  第５節 ヘリコプターの運用計画 

（別記）ヘリコプター要請手続要領 

３ 広域航空消防応援ヘリコプター 

(1) 大規模災害または特殊災害が起きた場合に、原則として第１次的に応援出動す

る航空小隊を第一次航空小隊とし、長野県に災害発生した場合の第一次航空小隊

は以下のとおり。 

 

 

 

 

(2) 第一次航空小隊のほか、大規模災害または特殊災害が発生したとの情報を得た場合

に速やかに応援出動の準備を行う航空小隊を出動準備航空小隊とし、長野県に発生し

た場合の出動準備航空小隊は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

群馬県 東京消防庁 新潟県 山梨県 岐阜県 

埼玉県 富山県 静岡市 浜松市 名古屋市 

栃木県 茨城県 京都府 千葉市 横浜市 川崎市 

 

福井県 静岡県 石川県 愛知県 三重県 大阪市 

  

 

 

 

国の計画に合わせて修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第７節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第７節 救助・救急・医療活動 

第３ 活動の内容 

２ 医療活動 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（危機管理部、健康福祉部、警察本部） 

  (セ) 必要に応じ、関係機関に災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の派遣を

要請する。 

 

ウ【関係機関が実施する対策】 

  (ス) 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を有する医療機関は、派遣要請に

基づきチームを編成し、精神医療及び精神保健活動への支援を実施するも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

  第７節 救助・救急・医療活動 

第３ 活動の内容 

２ 医療活動 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（危機管理部、健康福祉部、警察本部） 

(新設) 

 

 

ウ【関係機関が実施する対策】 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

ＤＰＡＴの派遣に関す

る記載の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 8 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第８節 消防・水防活動 

第３ 活動の内容 

２ 水防活動 

ウ【ダム・水門等の管理者が実施する対策】 

(ウ) 緊急時の措置 

計画規模を超える洪水時に操作を行う場合は、速やかに下流域の被害を及ぼ

す可能性のある範囲の水防管理者、その他関係機関へその状況を通報するもの

とする。 

施設に破損の危険が生じた場合等は、速やかに下流域の被害を及ぼす範囲の

水防管理者、その他関係機関へその状況を通報するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第８節 消防・水防活動 

第３ 活動の内容 

２ 水防活動 

ウ【ダム・水門等の管理者が実施する対策】 

(ウ) 緊急時の措置 

施設に破損の危険が生じた場合等は、速やかに下流域の被害を及ぼす範囲の

水防管理者、その他関係機関へその状況を通報するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

ダム操作規則との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第９節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第９節 要配慮者に対する応急活動 

第３ 活動の内容 

１ 避難受入れ活動 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（危機管理部、県民文化部、健康福祉部、建設部） 

(ア) 避難所での生活環境整備 

要配慮者の避難所での生活環境を整備するため、市町村からの要請に基づ

き、必要な支援を行うとともに、市町村のみでの対応が困難な場合において

は、自ら要配慮者のニーズの把握に努め、市町村と連携して必要な人員や物資

の確保及び提供等を行う。なお、外国籍県民や外国人旅行者の避難所での生活

環境整備については必要に応じて市町村の対策を支援する（資料編26参照） 

(イ) 県立病院等における緊急受入等の実施 

県立の病院、社会福祉施設、特別支援学校等においては、市町村等からの要

請があった場合、要配慮者の緊急受入れ等について、当該病院・社会福祉施

設・特別支援学校等の利用者の生活に支障が生じない範囲で、積極的に協力す

る。 

(ウ)  介護職員等の派遣体制の確保 

社会福祉事業者等の管理者に対して災害時に派遣可能な職員数の登録を要請

することなどにより介護職員等の派遣体制の整備に努める。 

(エ)  応急仮設住宅等の確保 

要配慮者向けの応急仮設住宅を、市町村と連携して必要数設置するととも

に、必要性の高い要配慮者から優先的に入居を進める。 

(オ) 災害派遣福祉チームの派遣 

市町村からの支援要請により、又は必要があると認められるときは、災害派

遣福祉チームの派遣を要請する。 

 

 

 

 

 

  第９節 要配慮者に対する応急活動 

第３ 活動の内容 

１ 避難受入れ活動 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（危機管理部、県民文化部、健康福祉部、建設部） 

(ア) 避難所での生活環境整備 

要配慮者の避難所での生活環境を整備するため、市町村からの要請に基づ

き、必要な支援を行うとともに、市町村のみでの対応が困難な場合において

は、自ら要配慮者のニーズの把握に努め、市町村と連携して必要な人員や物資

の確保及び提供等を行う。なお、外国籍県民や外国人旅行者の避難所での生活

環境整備については必要に応じて市町村の対策を支援する（資料編26参照） 

(イ) 県立病院等における緊急受入等の実施 

県立の病院、社会福祉施設、特別支援学校等においては、市町村等からの要

請があった場合、要配慮者の緊急受入れ等について、当該病院・社会福祉施

設・特別支援学校等の利用者の生活に支障が生じない範囲で、積極的に協力す

る。 

(ウ)  介護職員等の派遣体制の確保 

社会福祉事業者等の管理者に対して災害時に派遣可能な職員数の登録を要請

することなどにより介護職員等の派遣体制の整備に努める。 

(エ)  応急仮設住宅等の確保 

要配慮者向けの応急仮設住宅を、市町村と連携して必要数設置するととも

に、必要性の高い要配慮者から優先的に入居を進める。 

(新設) 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 31 年 2 月に官民協

働によるネットワーク

を立ち上げ災害派遣福

祉チーム派遣に関する

協定を締結したため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 12 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１２節 避難受入及び情報提供活動 

第３ 計画の内容 

１ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）、災害発生情報 

(1) 基本方針 

風水害からの人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、特に必要と認められる

場合には、住民に対し状況に応じて避難準備・高齢者等避難開始の伝達、避難勧告、

避難指示（緊急）を行う。 

避難準備・高齢者等避難開始を伝達する者、避難勧告、避難指示（緊急）を行う者

は、関係機関相互に緊密な連携を図りながら、地域住民の積極的な協力を得て、災害

情報の迅速かつ的確な収集に努めるとともに、避難準備・高齢者等避難開始の伝達、

避難勧告、避難指示（緊急）を行った場合は、速やかにその内容を住民に周知するも

のとする。 

その際、要配慮者の情報収集手段に配慮し、危険が近づいたことなどが誰にでも理

解できる内容で伝えることを心がける。 

また、避難勧告等の発令基準に活用する防災気象情報を、警戒レベルとの関係が明

確になるよう、５段階の警戒レベル相当情報として区分し、住民の自発的な避難判断

等を促す。 

 

 

４ 避難所の開設・運営 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する計画】 

(ア) 災害のため現に被害を受け又は受けるおそれのある者で避難しなければなら

ない者を、一時的に収容し保護するため指定避難所を開設し、住民等に対し周

知徹底を図るものとする。また要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を開

  第１２節 避難受入及び情報提供活動 

第３ 計画の内容 

１ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急） 

(1) 基本方針 

風水害からの人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、特に必要と認められる

場合には、住民に対し状況に応じて避難準備・高齢者等避難開始の伝達、避難勧告、

避難指示（緊急）を行う。避難準備・高齢者等避難開始を伝達する者、避難勧告、避

難指示（緊急）を行う者は、関係機関相互に緊密な連携を図りながら、地域住民の積

極的な協力を得て、災害情報の迅速かつ的確な収集に努めるとともに、避難準備・高

齢者等避難開始の伝達、避難勧告、避難指示（緊急）を行った場合は、速やかにその

内容を住民に周知するものとする。 

その際、要配慮者の情報収集手段に配慮し、危険が近づいたことなどが誰にでも理

解できる内容で伝えることを心がける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 避難所の開設・運営 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する計画】 

(ア) 災害のため現に被害を受け又は受けるおそれのある者で避難しなければなら

ない者を、一時的に収容し保護するため指定避難所を開設するものとする。 

また、指定施設が使用できないなど必要に応じ、指定以外の施設を避難所と

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 12 節 

設するものとする。指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、あら

かじめ指定した施設以外の施設についても、管理者の同意を得て避難所として

開設する。さらに、要配慮者に配慮して、被災地以外の地域にあるものも含め、

旅館・ホテル等を実質的に福祉避難所として開設するよう努めるものとする。 

(イ) 避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するものとする。 

 

 

 

(ケ) 指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの

違い等男女双方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、

更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、巡回警備や

防犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育

て家庭のニーズに配慮した指定避難所の運営管理に努めるものとする。 

 

(サ) 指定避難所への収容及び指定避難所の運営管理に当たっては、要配慮者の態

様に合わせ、次に掲げる事項に十分配慮し、地域住民やＮＰＯ・ボランティア

等の協力を得つつ、計画的に生活環境の整備を図るものとする。 

  

６ 住宅の確保 

(2)実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(エ) 災害救助法が適用された場合、市町村と連携し、災害救助法第４条第１項第

１号に規定する応急仮設住宅等を提供する。（建設部） 

ａ 民間賃貸住宅等の借り上げ、応急仮設住宅の建設により、被災者に住宅を提

供する。 

ｂ 応急仮設住宅等の提供戸数は、全焼、全壊、又は流失戸数以内で市町村長か

ら要請のあった戸数とする。（国から通知があった場合はこの限りでない。） 

して開設する。この場合、安全性を確認し、管理者の同意を得るものとする。 

 

 

 

(イ) 要配慮者に配慮して必要に応じて、福祉避難所を設置するものとする。また、

被災地以外の地域にあるものを含め、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を避難所

として借り上げる等、多様な避難所の確保に努めるものとする。 

 

(ケ) 指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの

違い等男女双方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、

更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、巡回警備や

防犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育

て家庭のニーズに配慮した指定避難所の運営に努めるものとする。 

 

(サ) 指定避難所への収容及び指定避難所の運営管理に当たっては、要配慮者の態

様に合わせ、次に掲げる事項に十分配慮し、地域住民やボランティア団体等の

協力を得つつ、計画的に生活環境の整備を図るものとする。 

  

６ 住宅の確保 

(2)実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(エ) 災害救助法が適用された場合、市町村と連携し、災害救助法第４条第１項第

１号に規定する応急仮設住宅等を提供する。（建設部） 

ａ 賃貸住宅等の借り上げ、応急仮設住宅の建設により、被災者に住宅を提供す

る。 

ｂ 応急仮設住宅等の提供戸数は、全焼、全壊、又は流失戸数以内で市町村長か

ら要請のあった戸数とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足事項の追加 

 



様式【風】第２章第 14 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１４節 食料品等の調達供給活動 

第３ 活動の内容 

１ 食料品等の調達 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】 

(オ) 「米穀の買入れ・販売等に関する基本要領」第４章第11の災害救助法又は

国民保護法が発動された場合の特例に基づき、農林水産省に災害救助用米穀

の供給を要請する。（農政部） 

 

 

 

 

  第１４節 食料品等の調達供給活動 

第３ 活動の内容 

１ 食料品等の調達 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する計画】 

(オ) 「米穀の買入れ・販売等に関する基本要領」第４章第10の災害救助法又は

国民保護法が発動された場合の特例に基づき、農林水産省に災害救助用米穀

の供給を要請する。（農政部） 

 

 

 

 

 

  

 

国の基本要領に 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 15 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１５節 飲料水の調達供給活動 

第１ 基本方針 

飲料水の調達は、緊急遮断弁等により確保された配水池、浄水池の貯留水及び貯水池、

プール等へろ水器等を搬入して確保された水並びにボトルウォーターにより行うことと

し、被災市町村で水の確保が困難な場合は、他市町村からの応援給水により調達する。 

また、飲料水の供給は、断水世帯、避難所、病院等を中心に、市町村において給水車、

給水タンク等により行い、被災の規模により当該市町村での給水活動が困難となる場合

には、長野県市町村災害時相互応援協定及び長野県水道協議会水道施設災害等相互応援

要綱により他市町村から応援給水を受ける。 

 

第３ 活動の内容 

２ 飲料水の供給 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（環境部） 

(ア) 断水地域の把握等、情報の収集・提供を行う。 

(イ) 感染症の発生を未然に防止するため、飲料水の供給について市町村に助言す

る。 

(ウ) 相互応援要綱等による連絡調整を行うほか、他都道府県等からの応援が必要

な場合は、（公社）日本水道協会に要請を行う。 

  第１５節 飲料水の調達供給活動 

第１ 基本方針 

飲料水の調達は、緊急遮断弁等により確保された配水池、浄水池の貯留水及び貯水池、

プール等へろ水器等を搬入して確保された水並びにボトルウォーターにより行うことと

し、被災市町村で水の確保が困難な場合は、他市町村からの応援給水により調達する。 

また、飲料水の供給は、断水世帯、避難所、病院等を中心に、市町村において給水車、

給水タンク等により行い、被災の規模により当該市町村での給水活動が困難となる場合

には、長野県市町村災害時相互応援協定及び長野県水道協議会水道施設災害相互応援要

綱により他市町村から応援給水を受ける。 

 

第３ 活動の内容 

２ 飲料水の供給 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（環境部） 

(ア) 断水地域の把握等、情報の収集・提供を行う。 

(イ) 感染症の発生を未然に防止するため、飲料水の供給について市町村に助言す

る。 

(ウ) 相互応援要綱等による連絡調整を行うほか、他都道府県等からの応援が必要

な場合は、厚生労働省等に要請を行う。 

  

 

 

 

 

 

 

記載誤り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載誤り 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 16 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１６節 生活必需品の調達供給活動 

第３ 計画の内容 

２ 生活必需品の供給 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する対策】 

市町村は、生活必需品の避難所における充足状況等を把握し、調達・確保した生

活必需品を、必要に応じ、関係機関、ＮＰＯ・ボランティア等の協力を得つつ、被

災状況等に応じて迅速かつ的確に供給・分配するものとする。 

特に、要配慮者については、供給・分配について優先的に行うなど十分配慮する

ものとする。 

  

 

 

  第１６節 生活必需品の調達供給活動 

第３ 計画の内容 

２ 生活必需品の供給 

(2) 実施計画 

イ【市町村が実施する対策】 

市町村は、生活必需品の避難所における充足状況等を把握し、調達・確保した生

活必需品を、必要に応じ、関係機関、ボランティア団体等の協力を得つつ、被災状

況等に応じて迅速かつ的確に供給・分配するものとする。 

特に、要配慮者については、供給・分配について優先的に行うなど十分配慮する

ものとする。 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 



様式【風】第３章第 17 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１７節 保健衛生、感染症予防活動 

第３ 活動の内容 

１ 保健衛生活動 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（健康福祉部） 

(イ) 被災による精神的ショックや避難生活の長期化による精神的ストレス等に対

応するため、市町村や医療関係者と連携し、必要に応じ関係機関に、精神科医

師等の専門職員から成る災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）又は心のケアチ

ームの派遣を要請するとともに、災害の規模、被災者の状況等に応じ、国（Ｄ

ＰＡＴ事務局）に対して他都道府県の災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の

派遣調整を要請する。 

 

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 被災者の避難状況を把握し、保健福祉事務所（保健所）に置かれる地方部保

健福祉班に報告するものとする。 

(イ) 被災者の健康を確保するために、避難所等の整備に努め、健康相談等を行う

ものとする。 

(ウ) 県と連携し、要医療者及び慢性疾患者等に、医療・保健情報を提供するとと

もに、受診状況の確認等を行い継続ケアに努める。 

(エ) 被災者の食料確保のため、炊き出し、その他食品の調達について県に対し報

告するとともに、給食施設等の復旧活動等を速やかに推進するものとする。 

 

 

  第１７節 保健衛生、感染症予防活動 

第３ 活動の内容 

１ 保健衛生活動 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（健康福祉部） 

(イ) 被災による精神的ショックや避難生活の長期化による精神的ストレス等に対

応するため、市町村や医療関係者と連携し、必要に応じ精神科医師等の専門職

員から成る心のケアチームを派遣するとともに、災害の規模、被災者の状況等

に応じ、国に対して心のケアチームの派遣を要請する。 

 

 

 

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 被災者の避難状況を把握し、保健福祉事務所（保健所）に置かれる地方部保

健福祉班に報告するものとする。 

(イ) 被災者の健康を確保するために、避難所等の整備に努め、健康相談等を行う

ものとする。 

(ウ) 県と連携し、要医療者及び慢性疾患者等に、医療・保健情報を提供するとと

もに、受診状況の確認等を行い継続ケアに努める。 

(エ) 被災者の食料確保のため、炊き出し、その他食品の調達について県に対し報

告するとともに、集団給食施設等の復旧活動等を速やかに推進するものとする。 

 

  

 

 

 

 

 

 

ＤＰＡＴの派遣に関す

る記載を追加するほか

文言を整理 

 

 

 

現在の健康増進法では

「集団給食施設」を

「特定給食施設」に変

更している。 

 また、保育園等小規

模の給食施設であって

も施設利用者への提供

もしくは炊き出しのた

めに早期復旧が必要で

あるため、「集団」の文

言を削除。 

 

 



様式【風】第３章第 19 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第１９節 廃棄物の処理活動 

第３ 活動の内容 

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 災害廃棄物の発生量及びその処理見込み、廃棄物処理施設の被害状況及び稼

働見込み等の把握を行うとともに、県に対して報告するものとする。 

(イ) 被災地における環境保全の緊急性を考え、臨時雇い、機材リース等の措置を

とり廃棄物の早期処理体制の確立を図るものとする。 

(ウ) 下水道使用地域等で災害によりトイレが使用不能になった場合は、必要に応

じて仮設トイレを設置する等の対策を講じるものとする。 

(エ) 生ごみ、し尿等腐敗性廃棄物については防疫に留意し、可能な限り早期の収

集に努めるものとする。 

(オ) 災害により粗大ごみ、不燃性ごみ等が大量に発生し、処理施設での処理が困

難な場合は、速やかに仮置き場を設け、住民へ周知する。この場合、設置場所、

周辺環境等に十分注意を払うものとする。 

(カ) 収集に当たっては処理施設の負担軽減を図るため、被災状況に応じできる限

り平時の分別区分による収集に努めるものとする。 

 

 

  第１９節 廃棄物の処理活動 

第３ 活動の内容 

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 災害廃棄物の発生量及びその処理見込み、廃棄物処理施設の被害状況及び稼

働見込み等の把握を行うとともに、県に対して報告するものとする。 

(イ) 被災地における環境保全の緊急性を考え、臨時雇い、機材リース等の措置を

とり廃棄物の早期処理体制の確立を図るものとする。 

(ウ) 下水道使用地域等で災害によりトイレが使用不能になった場合は、必要に応

じて仮設トイレを設置する等の対策を講じるものとする。 

(エ) 生ごみ、し尿等腐敗性廃棄物については防疫に留意し、可能な限り早期の収

集に努めるものとする。 

(オ) 災害により粗大ごみ、不燃性ごみ等が大量に発生し、処理施設での処理が困

難な場合は、必要に応じて仮置き場を設ける。この場合、設置場所、周辺環境

等に十分注意を払うものとする。 

(カ) 収集に当たっては処理施設の負担軽減を図るため、被災状況に応じできる限

り平時の分別区分による収集に努めるものとする。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に 

合わせて修正 

 

 



様式【風】第３章第 21 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２１節 危険物施設等応急活動 

第２ 主な活動 

１ 危険物施設における、PRTR対象物質などの危険物の流出、爆発及び火災の発生防

止並びに被害拡大防止のための応急対策を実施する。 

２ 火薬類施設における、火災、爆発の発生防止並びに被害拡大防止のための応急対

策を実施する。 

３ 高圧ガス施設における、火災、爆発及び漏洩の発生防止並びに被害拡大防止のた

めの応急対策を実施する。 

４ 液化石油ガス施設における、火災、爆発及び漏洩の発生防止並びに臨時供給のた

めの応急対策を実施する。 

５ 毒物・劇物保管貯蔵施設における、毒劇物の漏洩、流出等の発生防止並びに被害

拡大防止のための応急対策を実施する。 

６ 放射性物質使用施設における、放射線源の露出、流出等の発生防止並びに被害拡

大防止のための応急対策を実施する。 

７ 石綿使用建築物等における、石綿の飛散等の発生防止並びに被害拡大防止のため

の応急対策の実施 

８ 大気汚染防止法で定めるばい煙又は特定物質の排出の防止並びに被害拡大防止の

ための応急対策の実施 

  第２１節 危険物施設等応急活動 

第２ 主な活動 

１ 危険物施設における、危険物の流出、爆発及び火災の発生防止並びに被害拡大防

止のための応急対策を実施する。 

２ 火薬類施設における、火災、爆発の発生防止並びに被害拡大防止のための応急対

策を実施する。 

３ 高圧ガス施設における、火災、爆発及び漏洩の発生防止並びに被害拡大防止のた

めの応急対策を実施する。 

４ 液化石油ガス施設における、火災、爆発及び漏洩の発生防止並びに臨時供給のた

めの応急対策を実施する。 

５ 毒物・劇物保管貯蔵施設における、毒劇物の漏洩、流出等の発生防止並びに被害

拡大防止のための応急対策を実施する。 

６ 放射性物質使用施設における、放射線源の露出、流出等の発生防止並びに被害拡

大防止のための応急対策を実施する。 

７ 石綿使用建築物等における、石綿の飛散等の発生防止並びに被害拡大防止のため

の応急対策の実施 

８ 大気汚染防止法で定めるばい煙又は特定物質の排出の防止並びに被害拡大防止の

ための応急対策の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

環境省防災業務計画の

変更による 

※「危険物」に PRTR

等化学物質が含まれる

ことを明示するため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 25 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２５節 下水道施設等応急活動 

第３ 活動の内容 

１ 情報の収集連絡、被害規模の把握 

(2) 実施計画 

【県（環境部）及び市町村が実施する対策】 

イ 情報収集で得た航空写真・画像、地図情報等については、ライフライン施設等

の被害状況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、ＧＩＳの

活用等による情報提供に努めるものとする。 

 

 

  第２５節 下水道施設等応急活動 

第３ 活動の内容 

１ 情報の収集連絡、被害規模の把握 

(2) 実施計画 

【県（環境部）及び市町村が実施する対策】 

イ 情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフライン施設等の被害状況

の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、情報提供に努めるも

のとする。 

 

  

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 27 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２７節 鉄道施設応急活動 

第１ 基本方針 

災害が発生した場合、鉄道施設の被害を最小限にとどめ、輸送の確保を図るため、県及

び関係機関は、密接な連携をとりつつ、被害状況を早急に把握するとともに、的確な応急

復旧体制を樹立し迅速に対処することが必要である。 

このため、関係機関は部内規程等の定めるところにより対策本部を設置し、非常出動態

勢を整え、直ちに応急復旧活動に入れる体制がとれるよう、あらかじめ整備しておくもの

とする。 

また、復旧活動が円滑に行われるよう、あらかじめ鉄道施設の復旧に必要な資機材及び

車両を整備するものとする。 

さらに、関係機関は、被災鉄道施設の早期復旧のため、関係機関が実施する災害復旧工

事と関連する道路や河川等の災害復旧工事の事業者と連携するよう努めるものとする。 

 

第２ 主な活動 

１ 基本方針 

(7) 北陸信越運輸局 

ア 鉄道の被害状況を把握するとともに、鉄道事業者に対して早期復旧の要請を行

うものとする。 

イ 被災鉄道等の早期復旧のため、「鉄道等の災害復旧に係る事業間連携に関する地

方連絡調整会議」等を通じて、鉄道事業者及び道路や河川等の関連する事業を施

行する者が、相互に連携・協力するよう調整する。 

 

 

  第２７節 鉄道施設応急活動 

第１ 基本方針 

災害が発生した場合、鉄道施設の被害を最小限にとどめ、輸送の確保を図るため、県及

び関係機関は、密接な連携をとりつつ、被害状況を早急に把握するとともに、的確な応急

復旧体制を樹立し迅速に対処することが必要である。 

このため、関係機関は部内規程等の定めるところにより対策本部を設置し、非常出動態

勢を整え、直ちに応急復旧活動に入れる体制がとれるよう、あらかじめ整備しておくもの

とする。 

また、復旧活動が円滑に行われるよう、あらかじめ鉄道施設の復旧に必要な資機材及び

車両を整備するものとする。 

 

 

第２ 主な活動 

１ 基本方針 

(7) 北陸信越運輸局 

鉄道の被害状況を把握するとともに、鉄道事業者に対して早期復旧の要請を行う

ものとする。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

国土交通省の防災業務

計画に合わせて追加 

 

 



様式【風】第３章第 29 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２９節 土砂災害等応急活動 

第３ 活動の内容 

１ 大規模土砂災害対策 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（建設部、農政部、林務部） 

(エ) 情報収集で得た航空写真・画像、地図情報等については、ライフライン施設

等の被害状況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、ＧＩ

Ｓの活用等による情報提供に努めるものとする。 

 

ウ【市町村が実施する計画】 

(エ) 情報収集で得た航空写真・画像、地図情報等については、ライフライン施設

等の被害状況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、ＧＩ

Ｓの活用等による情報提供に努めるものとする。 

 

 

  第２９節 土砂災害等応急活動 

第３ 活動の内容 

１ 大規模土砂災害対策 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（建設部、農政部、林務部） 

(エ) 情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフライン施設等の被害状

況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、情報提供に努める

ものとする。 

 

ウ【市町村が実施する計画】 

(エ) 情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフライン施設等の被害状

況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、情報提供に努め

るものとする。 

 

  

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 30 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３０節 建築物災害応急活動 

第３ 活動の内容 

  １ 建築物 

(2)実施計画 

    ア【県が実施する対策】 

    (イ) 市町村から、被災建築物（震災に限る。）や宅地の危険度判定の支援を要請

され、必要があると認められた場合は、職員を派遣するほか、広域的な支援

の調整を行う。（建設部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第３０節 建築物災害応急活動 

第３ 活動の内容 

  １ 建築物 

(2)実施計画 

    ア【県が実施する対策】 

    (イ)市町村から、被災住宅や宅地の危険度判定の支援を要請され、必要があると

認められた場合は、職員を派遣するほか、広域的な支援の調整を行う。（建設

部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜住宅⇒建築物＞ 

住宅以外の建築物も応

急危険度判定の対象と

なるため 

 

＜震災に限る＞ 

被災建築物応急危険度

判定は震災のみ対象の

ため 

 

 

【備考（制度の名称）】 

・被災建築物応急危険度

判定 

・被災宅地危険度判定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 31 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３１節 道路及び橋梁応急活動 

第３ 活動の内容 

１ 道路及び橋梁応急対策 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（建設部、警察本部、道路公社） 

(ア) 道路及び橋梁の被害状況や交通状況を速やかに把握するため、自転車やバイ

ク等の多様な移動手段の活用によりパトロール等を実施するとともに、道路情

報モニター及び官民の自動車プローブ情報の活用等により情報収集を行う。 

 

(ウ) 災害発生箇所、内容、通行規制状況、迂回路等の情報（以下「道路情報等」

という。）について、ビーコン、ＥＴＣ２．０、道路情報板、路側放送、インタ

ーネット等により、迅速かつ的確に道路利用者に対して一元的な情報提供を行

う。また、日本道路交通情報センターを通じ、住民、道路利用者等に対して道

路情報等及び道路の混雑状況を適時適切に提供する。 

 

ウ【関係機関が実施する対策】（地方整備局） 

(ア) 道路及び橋梁の被害状況や交通状況を速やかに把握するため、事務所、出張

所において自転車やバイク等の多様な移動手段の活用により速やかにパトロー

ル等を実施するとともに、道路情報モニター及び官民の自動車プローブ情報の

活用等により情報収集を行う。 

 

(ウ) 災害発生箇所、内容、通行規制状況、迂回路等の情報（以下「道路情報等」

という。）について、ビーコン、ＥＴＣ２．０、道路情報板、路側放送、インタ

ーネット等により、迅速かつ的確に道路利用者に対して一元的な情報提供を行

う。また、日本道路交通情報センターを通じ、住民、道路利用者等に対して道

路情報等及び道路の混雑状況を適時適切に提供する。 

 

  第３１節 道路及び橋梁応急活動 

第３ 活動の内容 

１ 道路及び橋梁応急対策 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（建設部、警察本部、道路公社） 

(ア) 道路及び橋梁の被害状況や交通状況を速やかに把握するため、パトロール等

を実施するとともに、道路情報モニター等からの情報収集を行う。 

 

 

(ウ) 災害発生箇所、内容、通行規制状況、迂回路等の情報（以下「道路情報等」

という。）について、ビーコン、道路情報板、路側放送等により、迅速かつ的確

に道路利用者に対して一元的な情報提供を行う。また、日本道路交通情報セン

ターを通じ、住民、道路利用者等に対して道路情報等及び道路の混雑状況を適

時適切に提供する。 

 

ウ【関係機関が実施する対策】（地方整備局） 

(ア) 道路の被害状況や交通状況を速やかに把握するため、事務所、出張所におい

て速やかに巡視を実施するとともに、道路情報モニター等からの情報収集に努

めるものとする。 

 

(ウ) 災害発生箇所、内容、通行規制状況、緊急交通路交通規制対象予定道路及び

緊急輸送道路の指定状況、迂回路等の情報について、ビーコン、道路情報板、

路側放送等により、迅速かつ的確に道路利用者に対して一元的な情報提供を行

うものとする。また、日本道路交通情報センターを通じ、住民、道路利用者等

に対して道路情報等及び道路の混雑状況を適時適切に提供する。 

 

 

  

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 33 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３３節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動 

第３ 活動の内容 

１ 構造物に係る二次災害防止対策 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(イ) 道路及び橋梁の被害状況や交通状況を速やかに把握するため、自転車やバイ

ク等の多様な移動手段の活用によりパトロール等を実施するとともに、道路情

報モニター及び官民の自動車プロープ情報の活用等により情報収集を行う。（建

設部、警察本部、道路公社） 

 

(エ) 災害発生箇所、内容、通行規制状況、迂回路等の情報（以下「道路情報等」

という。）について、ビーコン、ＥＴＣ２．０、道路情報板、路側放送、インタ

ーネット等により、迅速かつ的確に道路利用者に対して一元的な情報提供を行

う。また、日本道路交通情報センターを通じ、住民、道路利用者等に対して道

路情報等及び道路の混雑状況を適時適切に提供する。（建設部、警察本部、道路

公社） 

 

 

  第３３節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動 

第３ 活動の内容 

１ 構造物に係る二次災害防止対策 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(イ) 道路及び橋梁の被害状況や交通状況を速やかに把握するため、パトロール等

を実施するとともに、道路情報モニター等からの情報収集を行う。（建設部、警

察本部、道路公社） 

 

 

(エ) 災害発生箇所、内容、通行規制状況、迂回路等の情報について、ビーコン、

道路情報板、路側放送等により、迅速かつ的確な情報提供を行う。（建設部、警

察本部、道路公社） 

 

 

  

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 35 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３５節 農林水産物災害応急活動 

第１ 基本方針 

被害状況の早期・的確な把握に努め、農作物等被害の拡大防止のための栽培・管理

技術指導の徹底を図るとともに、農作物、森林の病害虫や家畜等の伝染性疾病の発生・

まん延防止のための防除、倒壊した立木等による二次災害防止のための除去を行うも

のとする。 

また、被災した農林水産物の生産、流通、加工施設等について、速やかな復旧に努

めるものとする。 

 

 

  第３５節 農林水産物災害応急活動 

第１ 基本方針 

被害状況の早期・的確な把握に努め、農作物等被害の拡大防止のための栽培・管理

技術指導の徹底を図るととともに、農作物、森林の病害虫や家畜等の伝染性疾病の発

生・まん延防止のための防除、倒壊した立木等による二次災害防止のための除去を行

うものとする。 

また、被災した農林水産物の生産、流通、加工施設等について、速やかな復旧に努

めるものとする。 

 

 

  

 

誤字 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 37 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３７節 飼養動物の保護対策 

第３ 活動の内容 

２ 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(エ) 県は、動物愛護及び感染症等のまん延防止の観点から、飼い主とともに避難

した動物の飼育について被災市町村から応援要請等があった場合は、関係団体

と連携し、適正な動物飼養に関する相談等を行う。（健康福祉部、農政部） 

 

  第３７節 飼養動物の保護対策 

第３ 活動の内容 

２ 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(エ) 県は、動物愛護及び感染症等の蔓延防止の観点から、飼い主とともに避難し

た動物の飼育について被災市町村から応援要請等があった場合は、関係団体と

連携し、適正な動物飼養に関する相談等を行う。（健康福祉部・農政部） 

 

  

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 38 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３８節 ボランティアの受入れ体制 

第２ 主な活動 

１ ボランティアニーズの把握を行うとともに、ボランティアの受入れ体制の確保に

努めるとともに、被災地で支援活動を行っているＮＰＯ・ボランティア等と情報を

共有する場を設置し、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握し、連携のとれた

支援活動を展開する。 

 

第３ 活動の内容 

１ 被災地のニーズの把握と受入れ体制の確保 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（危機管理部、県民文化部、健康福祉部） 

(ウ) 長野県社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧＯ

等のボランティア団体、ＮＰＯ、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活

動支援や活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を共有す

る場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握するものと

する。また、災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみな

どの収集運搬を行うよう努める。これらの取組みにより、連携のとれた支援活

動を展開するよう努めるとともに、ボランティアの生活環境について配慮する。 

 

イ【市町村が実施する対策】 

(ウ) 市町村社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧＯ

等のボランティア団体、ＮＰＯ、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活

動支援や活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を共有す

る場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握するものと

する。また、災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみな

どの収集運搬を行うよう努める。これらの取組みにより、連携のとれた支援活

動を展開するよう努めるとともに、ボランティアの生活環境について配慮する

ものとする。 

 

 

 

  第３８節 ボランティアの受入れ体制 

第２ 主な活動 

１ ボランティアニーズの把握を行うとともに、ボランティアの受入れ体制の確保に

努めるとともに、被災地で支援活動を行っているボランティア団体等と情報を共有

する場を設置し、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握し、連携のとれた支援

活動を展開する。 

 

第３ 活動の内容 

１ 被災地のニーズの把握と受入れ体制の確保 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（危機管理部、県民文化部、健康福祉部） 

(ウ) 長野県社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧＯ

等のボランティア団体、ＮＰＯ、中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等

の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）と連携し、被災者の

ニーズや支援活動の全体像を把握する。これにより、連携のとれた支援活動を

展開するとともに、ボランティアを行っている者の生活環境について配慮する。 

 

 

 

イ【市町村が実施する対策】 

(ウ) 市町村社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧＯ

等のボランティア団体、ＮＰＯ、中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等

の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）と連携し、被災者の

ニーズや支援活動の全体像を把握する。これにより、連携のとれた支援活動を

展開するとともに、ボランティアを行っている者の生活環境について配慮する。 

 

 

 

  

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第３章第 39 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３９節 義援物資及び義援金の受入れ体制 

第３ 活動の内容 

１ 義援物資及び義援金の募集等 

(2) 実施計画 

ア【県、市町村及び関係機関が実施する対策】 

(イ)【義援金】 

 県、日本赤十字社長野県支部、県社会福祉協議会、県共同募金会等関係機関は、

相互に連携を図りながら、募集方法、送り先、募集期間等を定めて義援金の募集

を行うものとする。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第３９節 義援物資及び義援金の受入れ体制 

第３ 活動の内容 

１ 義援物資及び義援金の募集等 

(2)実施計画 

ア【県、市町村及び関係機関が実施する対策】 

(イ)【義援金】 

a 県、日本赤十字社長野県支部、県社会福祉協議会、県共同募金会等関係機関は、

相互に連携を図りながら、募集方法、送り先、募集期間等を定めて義援金の募集

を行うものとする。 

ｂ 県が実施する義援金は、次の区分による。 

（a）委員会に寄託し配分する義援金 

（b）被災地へ直接送金する義援金（被災地が特定されている場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

県が実施する義援金は

委員会に寄託する（引

継ぐ）こととなってお

り、被災地へ直接送金

する義援金は存在しな

いため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第 3 章第 40 節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第４０節 災害救助法の適用 

 

第３ 活動の内容 

２ 救助の実施 

(1) 基本方針 

県、市町村は関係機関と協力のうえ、速やかに救助を実施する。 

  

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（危機管理部） 

(ア) 災害救助法による救助は、知事が行う。ただし、市町村が当該事務を行う

ことにより、救助の迅速化、的確化が図られると知事が認めた場合は、災害

救助法の規定に基づき以下の表のとおり、市町村長に事務の一部を委任する。 

なお、市町村に委任する事務について、以下の表によりがたい場合は市町村

と協議の上、別に定める。 

救助の種類 県が実施する事務 市町村に委任する事務 

避難所の設置 
市町村からの要請による資

材調達 
その他全て 

応急仮設住宅の供与 委任する事務以外全て 募集・維持管理 

炊き出しその他による

食品の給与 

市町村からの要請による食

品の調達 
その他全て 

飲料水の供給 
県管理上水道の受給者への

供給 

市町村管理上水道の受給者

への供給 

被服、寝具その他生活

必需品の給与又は貸与  
全て 

医療及び助産 DMAT 等の救護班による活動 
インフルエンザの予防接種

等 

災害にかかった者の救

出 
全て 

 

住宅の応急修理 応急修理実施要領の制定 その他全て 

埋葬 
 

全て 

死体の捜索・処理 全て 
 

障害物の除去 
市町村からの要請による資

材調達 
その他全て 

 

 

 

  第４０節 災害救助法の適用 

 

第３ 活動の内容 

２ 救助の実施 

(1) 基本方針 

県、市町村は関係機関と協力のうえ、速やかに救助を実施する。 

  

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】（危機管理部） 

(ア) 災害救助法による救助は、知事が行う。ただし、救助の実施に関する職権

は市町村長に委任することがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

台風第 19 号災害の教訓

及び平成 27 年３月 31

日府政防第 283 号内閣

府政策統括官通知にお

ける技術的助言を踏ま

えた対応 

 



様式【風】第 3 章第 40 節 

 

(イ) 救助の実施は、別に定める基準により行う。 

(ウ) 知事は、災害救助法による救助実施のために必要な技術者等が、一般の協

力によってもなお不足し、他に確保の方法がない場合には、医師、保健師、

土木技術者、大工、土木業者等に対し、従事命令等を発令して、救助活動を

実施する。 

  

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 市町村長は知事から救助について委任された場合は、職権に基づき救助を

行うものとする。 

委任された職権を行使したときは、速やかにその内容を知事に報告しなけれ

ばならないものとする。 

(イ) 救助の実施は、別に定める基準により行うものとする。 

  

ウ【関係機関が実施する対策】（日本赤十字社長野県支部） 

(ア) 日本赤十字社長野県支部は、知事の行う救助活動の万全を期するため、そ

の組織と設備をあげて協力する。 

(イ) 知事から委託された「医療及び助産活動」及び「避難所の設置」の業務の

実施に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) 救助の実施は、別に定める基準により行う。 

(ウ) 知事は、災害救助法による救助実施のために必要な技術者等が、一般の協

力によってもなお不足し、他に確保の方法がない場合には、医師、保健師、

土木技術者、大工、土木業者等に対し、従事命令等を発令して、救助活動を

実施する。 

  

イ【市町村が実施する対策】 

(ア) 市町村長は知事から救助について委任された場合は、職権に基づき救助を

行うものとする。 

委任された職権を行使したときは、速やかにその内容を知事に報告しなけれ

ばならないものとする。 

(イ) 救助の実施は、別に定める基準により行うものとする。 

  

ウ【関係機関が実施する対策】（日本赤十字社長野県支部） 

(ア) 日本赤十字社長野県支部は、知事の行う救助活動の万全を期するため、そ

の組織と設備をあげて協力する。 

(イ) 知事から委託された「医療及び助産活動」の業務の実施に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第４章第２節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第２節 迅速な現状復旧の進め方 

第３ 活動の内容 

２ 災害廃棄物の処理 

(1) 基本方針 

災害から速やかに復帰して生活を再建するうえでも、災害によって生じた廃棄物

の適正かつ迅速な処理が求められる。 

被災市町村等は、災害廃棄物の計画的な収集、運搬等を行い、その適正かつ迅速

な処理に努める。 

  

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第２節 迅速な現状復旧の進め方 

第３ 活動の内容 

２ 災害廃棄物の処理 

(1) 基本方針 

災害から速やかに復帰して生活を再建するうえでも、災害によって生じた廃棄物

の適正かつ迅速な処理が求められる。 

被災市町村等は、災害廃棄物の計画的な収集、運搬等を行い、その適正かつ迅速

な処理に努める。 

  

２ 災害廃棄物の処理 

(1) 基本方針 

災害から速やかに復帰して生活を再建するうえでも、災害によって生じた廃棄物

の適正かつ迅速な処理が求められる。 

被災市町村等は、災害廃棄物の計画的な収集、運搬等を行い、その適正かつ迅速

な処理に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

重複項目の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式【風】第４章第３節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第３節 計画的な復興 

第３ 活動の内容 

２ 防災まちづくり 

(2) 実施計画 

ア【県及び市町村が実施する計画】 

(ア) 復興のため市街地の整備改善が必要な場合には、土地区画整理事業及び市街

地再開発事業等の実施により、合理的かつ健全な市街地の形成及び都市機能の

更新を図るものとする。 

その際、被災市街地復興特別措置法等を活用するとともに、住民の早急な生

活再建の観点から、防災まちづくりの方向について、できるだけ速やかに住民

のコンセンサスを得るように努めるものとする。 

また、地震や津波で被災した後の復興まちづくりのため平時から備えておく

べき内容をとりまとめた「復興まちづくりのための事前準備ガイドライン」を

活用し、防災・減災対策を並行して、事前に被災後の復興まちづくりを考えな

がら準備しておく復興事前準備の取組を進めるよう努めることとする。 

 

(ウ) 前記目標事項の整備等に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

ｄ 復興計画を考慮して、被災施設等の復旧事業、火山噴出物（火山災害の場合

に限る）、災害廃棄物及び堆積土砂の処理事業は、あらかじめ定めた物資、資材

の調達計画及び人材の広域応援等に関する計画を活用しつつ、関係機関が緊密

に連携し、可能な限り迅速かつ円滑に実施するものとし、必要な場合は傾斜的、

戦略的実施を行うものとする。 

 

(エ) 建築物等の解体等による石綿の飛散を防止するため、事業者等に対し、適切

に解体等を行うよう指導・助言するものとする。 

 

(オ) 情報収集で得た航空写真・画像、地図情報等については、ライフライン施設

等の被害状況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、ＧＩ

Ｓの活用等による情報提供に努めるものとする。 

 

 

  第３節 計画的な復興 

第３ 活動の内容 

２ 防災まちづくり 

(2) 実施計画 

ア【県及び市町村が実施する計画】 

(ア) 復興のため市街地の整備改善が必要な場合には、土地区画整理事業及び市街

地再開発事業等の実施により、合理的かつ健全な市街地の形成及び都市機能の

更新を図るものとする。 

その際、被災市街地復興特別措置法等を活用するとともに、住民の早急な生

活再建の観点から、防災まちづくりの方向について、できるだけ速やかに住民

のコンセンサスを得るように努めるものとする。 

 

 

 

 

 

(ウ) 前記目標事項の整備等に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

ｄ 復興計画を考慮して、被災施設等の復旧事業、火山噴出物（火山災害の場合

に限る）、災害廃棄物及び堆積土砂の処理事業は、あらかじめ定めた物資、資材

の調達計画及び人材の広域応援等に関する計画を活用しつつ、可能な限り迅速

かつ円滑に実施するものとし、必要な場合は傾斜的、戦略的実施を行うものと

する。 

 

(エ) 建築物等の解体当による石綿の飛散を防止するため、事業者等に対し、適切

に解体等を行うよう指導・助言するものとするものとする。 

 

(オ) 情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフライン施設等の被害状

況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、情報提供に努め

るものとする。 

 

  

 

 

 

 

平成 30 年 7 月に地方公

共団体が国土交通省が

地震や津波で被災した

後の復興まちづくりの

ため平時から備えてお

くべき内容をとりまと

めた「復興まちづくり

のための事前準備ガイ

ドライン」を公表した

ことによる追記。 

 

 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

誤字の修正及び重複の

削除 

 

 

国の防災基本計画 

に合わせて修正 

 

 



様式【風】第４章第５節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第５節 被災者等の生活再建等の支援 

第２ 主な活動 

１ 被災住宅の復興を行う者への支援及び災害公営住宅の建設等を行うとともに、公

営住宅等への優先入居を行う。 

 

第３ 活動の内容 

１ 住宅対策 

(1) 基本方針 

被災した住宅の復興を容易にするため、住宅の建設等に対し、助成を行う。 

また、被災者の住宅を確保するため、災害公営住宅の建設等を行うとともに公営

住宅等への優先入居の措置をとる。 

さらに、居住地以外の市町村に避難した被災者に対しても、必要な情報や支援・

サービスを提供するものとする。 

 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(エ) 県営住宅等への優先入居（建設部） 

災害により一定数以上の住家が減失した場合には、必要に応じ、被災者に対

し、県営住宅等への優先入居の措置をとる。 

 

９ 医療費の一部負担金、保険料（税）の減免等 

(2) 実施計画 

ウ【関係機関が実施する対策】 

(ア) 厚生労働省関東信越厚生局長野事務所は、健康保険被保険者証再交付業務な

どを迅速に処理するほか、健康保険被保険者証提示の手続の簡素化、一部負担

金等の支払いに係る特例措置等が行われる場合には、関係団体への速やかな協

力要請を行うなど迅速に対応するものとする。 

(削除) 

 

10 罹災証明書の交付 

(2) 実施計画 

【市町村が実施する対策】 

災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付体制を確立し、遅滞な

く住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付するものとする。 

また、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮

影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法によ

  第５節 被災者等の生活再建等の支援 

第２ 主な活動 

１ 被災住宅の復興を行う者への支援及び災害公営住宅の建設等を行うとともに、公

営住宅への優先入居を行う。 

 

第３ 活動の内容 

１ 住宅対策 

(1) 基本方針 

被災した住宅の復興を容易にするため、住宅の建設等に対し、助成を行う。 

また、被災者の住宅を確保するため、災害公営住宅の建設等を行うとともに公営

住宅への優先入居の措置をとる。 

さらに、居住地以外の市町村に避難した被災者に対しても、必要な情報や支援・

サービスを提供するものとする。 

 

(2) 実施計画 

ア【県が実施する対策】 

(エ) 県営住宅への優先入居（建設部） 

災害により一定数以上の住家が減失した場合には、必要に応じ、被災者に対し、

県営住宅への優先入居の措置をとる。 

 

９ 医療費の一部負担金、保険料（税）の減免等 

(2) 実施計画 

ウ【関係機関が実施する対策】 

(ア) 長野社会保険事務局は、医療保険における健康保険被保険者証再交付業務な

どを迅速に処理するほか、健康保険被保険者証提示の手続の簡素化、一部負担

金等の支払いに係る特例措置等が行われる場合には、関係団体への速やかな協

力要請を行うなど迅速に対応するものとする。 

(イ) 長野社会保険事務局は、保険料に係る納期限の延長や、免除について必要に

応じて、措置をとるものとする。 

 

10 罹災証明書の交付 

(2) 実施計画 

【市町村が実施する対策】 

災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付体制を確立し、遅滞な

く住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付するものとする。 

 

  

 

公営住宅のほか、職員

宿舎も含むため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更により、運営

主体に変更があったた
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り実施するものとする。 

 

  

 



様式【風】第４章第６節 

 

 新   旧  修正理由・備考 

 第６節 被災中小企業等の復興 

第３ 活動の内容 

２ 被災中小企業者に対する支援 

(1)基本方針 

被災中小企業の早期復旧を図るため、被害状況、再建のための資金需要等の把握

に努め、これに必要な資金の融通の円滑化等災害復旧対策を推進するため迅速かつ

的確な措置をとるものとする。 

また、あらかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、災害発生時

に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努めるものとす

る。 

  第６節 被災中小企業等の復興 

第３ 活動の内容 

２ 被災中小企業者に対する支援 

(1)基本方針 

被災中小企業の早期復旧を図るため、被害状況、再建のための資金需要等の把握

に努め、これに必要な資金の融通の円滑化等災害復旧対策を推進するため迅速かつ

的確な措置をとるものとする。 
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